
 

第 5回 上越市総合計画審議会 次第 

 

日 時 令和 4年 8月 22 日（月） 

午後 1時 30 分から 

会 場 上越市役所第一庁舎 401 会議室 

 

 

１ 開会 

 

 

２ 報告  

（１） 第 2回まちづくり市民意見交換会の開催結果について   参考資料 1 

 

（２） まちづくり学生ワークショップの開催結果について     参考資料 2 

 

（３） 総合計画審議会における意見等の対応について       資料№1 

                                 

 

３ 議事 

 （１） 第 7次総合計画の全体構成について           資料№2 

 

 （２） 基本計画について                   資料№3 

 

 （３） 重点テーマについて                  資料№4 

 

 （４） 計画の推進について                  資料№5 

 

 

４ その他 

 

 

５ 閉会 



№ 出所 意見等の内容 今後の対応、検討の方向性等

1
「生きる力を備えた」とあるが、生きる力は元々皆が持っているものである。目標として掲
げられると違和感がある。

2
障害などを含め個性や特性を持っている人がいる中で、あらゆる人に「生きる力を備えた」
を当てはめることは難しいと感じる。

3
ひとづくりを基本理念に込めるのであれば、「生きたいという想いを叶える」といった表現
もあるのではないか。

4
「まちづくり」に「ひとづくり」が包含されるため、「まちづくり」に限定したほうが良
い。

5
基本理念と将来都市像、基本目標の関係性を考えたときに「生きる力」との関係性が見えな
いため不要である。

6 基本理念と「生きる力を備える」のつながりが分からない。

7
説明を聞けば、意図は分かるが、聞いた人がみな同じように捉えることができないと考え
る。より端的に伝わる言葉になればよいと考える。

8
中小企業にとってはひとづくりが一番であり、それを表現していくことは賛成である。より
分かりやすい言葉があればよい。

9
将来を考えたときに若い世代に向けた投資が必要であり、「次代を担う」という文言を削除
すべきでないと考える。

10
教育大綱では、「学ぶ」という行為は、全世代の学びを表現していることから、「次代を担
う」を外したほうが良いのではないか。

11 20代、30代に限らず、50代でも次代を担う人材になりうる。

12
未来を創っていく人は若者であると考えるが、その若者を育てるのは大人であることから、
人を育てる意味で若者も大人も大切である。

13
第4回審議
会会議後の
意見

次代を担うのは、子どもや若者だけではない。焦点がぼやけないよう「次代を担う」を入れ
るべきである。

第3回総合計画審議
会までの意見等を
踏まえた修正内容
【資料№2】

（基本目標の修正
について）

・意見等を踏まえ、「次代を担う」の文言は、年齢問わず、まちの未来を創る
あらゆる世代の「ひと」を対象として表現することとし、基本目標を【次代を
担うひとを育むまち】に修正します。

第4回審議
会における
意見

総合計画審議会における意見等の対応

■7月29日開催の第4回上越市総合計画審議会及び会議後に聴取した委員の意見等について、以下のとおり、今後の対応や検討の方向性等を整理した。

項目
【第4回資料№】

第3回総合計画審議
会までの意見等を
踏まえた修正内容
【資料№2】

（基本理念の副題
について）

第4回審議
会における
意見

・基本理念の副題は、これまでの総合計画審議会や市議会総務常任委員会での
意見について、事務局において改めて整理する中で、当初お示しした「上越市
ならではの快適で幸せな暮らし」を下支えできるような対応力（都市としての
レジリエンス、持続可能性）を備えたまちを確立し、そうしたまちを「生きる
力を備えたまち」と表現するとともに、まちづくりを支えるひとづくりとあわ
せて、目指すべきではないかとの考えに至り、提案させていただいたもので
す。
・引き続き、総合計画審議会や市議会総務常任委員会における議論を踏まえ、
対応を検討します。

令 和 4 年 8 月 22 日

第5回総合計画審議会

資 料 № 1

1 / 3 



№ 出所 意見等の内容 今後の対応、検討の方向性等
項目

【第4回資料№】

14
中山間地域の特性をいかした、産業振興や地域ならではの役割の創出を検討していくことが
必要ではないか。

15
交通ネットワークとしてバスだけに頼るのではなく、NPOを活用したデマンド交通などの新た
な交通システムが必要になると考える。

16 特に一人で住んでいる高齢者の交通手段の確保をお願いしたい。

17
総合事務所から離れたエリアに対する交通ネットワークはどのように対応していくのか検討
が必要である。

18
気候変動や災害への対応として課題認識があるが、その方向性が明記されていないため、土
地利用構想及び基本計画でしっかりと明記していくべきである。

・意見を踏まえ、対応の方向性の記載について検討します。

19
将来の具体的な姿が見ない構想となっており、全市的に市民が連携・協働し目指していくよ
うな姿を描くべきではないか。

・土地利用構想は、具体的な姿や取組を記載するものではなく、まちづくりを
進める上で基盤となる土地利用の大きな方向性を示すものです。ご指摘の内容
は、「計画の進捗に当たって」の中で記載することとします。

　※第5回資料№5のとおり

20
都市拠点の考え方について、地域資源が多いため投資効果が発揮できないのではないか。拠
点ごとに特色をいかした機能に絞り込む必要があるのではないか。

・各都市拠点はそれぞれ異なる特徴や魅力、既存ストックを有しており、それ
らを最大限活用していく視点から、必要となる機能の充実・集積を図っていく
ものと考えています。

21
「自然環境・景観の保全」は、田園地域や中山間地域に限定されるものではないため、全体
の方向性に記載することで足りるのではないか。

・全市域で重要な視点でありますが、とりわけ自然環境の豊かさを身近に感じ
ることができる「田園地域」と「中山間地域」において、その方向性を記載す
るものです。

22 中山間地域における棚田、森林についてはどのように位置づけているのか。
・多面的な機能を有する棚田や森林は、「中山間地域」を構成する要素として
位置付けており、適切な管理・保全を推進していくこととしています。

23 男女共同参画について、男性が家庭に帰ることができるということが重要である。

24 「子どもの虐待予防」という表現は変更したほうが良い。

25 性的マイノリティの方々へ市民の意識を啓発するといった意味で、明記すべきである。

26
男女共同参画といった側面ではなく、人権や多様性の尊重といい多側面から考えるべきであ
る。

27 男女共同参画は言葉としては時代にそぐわないように感じている。

28
市民主体のまちづくりに向けた取組として、地域協議会に限定した方向性が示されているが
違和感がある。

第4回審議
会における
意見

基本目標別の政
策・施策体系
【資料№5】

・意見を踏まえ、基本計画において、対応を検討します。

土地利用構想
（案）【資料№4】

第4回審議
会における
意見

・意見を踏まえ、基本計画の中で、対応の方向性の記載について検討します。

第4回審議
会会議後の
意見
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№ 出所 意見等の内容 今後の対応、検討の方向性等
項目

【第4回資料№】

29 地域青少年育成会議の取組をいかすような方向性を示すべきである。

30
より良き保護者になるための学ぶ機会がない。自分自身がより良い親となるために保護者を
育てる機会と場を用意すべきである。

31 自然災害への対応力の強化として、避難場所や避難所の適正配置を追加すべきである。

32 津波対策に関する取組を記載していくべきである

33 防災意識の向上では、防犯対策や普及啓発を促進すべきである。

34
適正な規制と誘導の推進について、土石流、斜面災害、津波浸水に対して安全な場所への土
地利用の誘導に関する記述を入れるべきである。

35 「生物多様性の保全」において、野生鳥獣に関する駆除までは含むべきでない。

36
「環境学習と保全活動の推進」は、「豊かな自然環境の保全」にも関連する重要な視点で
る。

37
男女共同参画の推進に向けて、女性の活躍に焦点があるようであるが、男性の生き方などに
も焦点を当てるべきである。

38 市民と共に実行していく計画であることから、分かりやすい言葉で表現すべきである。

39 横断的な施策が分かるような表示が必要である。

40 分野横断的な横ぐしを刺す意思が分かるようにしてほしい。

41 施策や施策の柱について、評価や改善方法の在り方を明記すべきである。

42 目標値については、アウトカム目標となるよう検討するべきである

・今後、計画策定作業を進める中で、対応を検討します。
第4回審議
会会議後の
意見

その他計画全般に
ついて

基本目標別の政
策・施策体系
【資料№5】

第4回審議
会会議後の
意見

・意見を踏まえ、基本計画において、対応を検討します。
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７施策９施策６施策１１施策５施策

第7次総合計画の全体構成

序
論

基
本
構
想

基
本
計
画

まちづくりに対する
市民の意見

基本理念

将来都市像

上越市ならではの快適で幸せな暮らしの実現
～生きる力を備えたまちづくり・ひとづくり～

暮らしやすく、希望あふれるまち 上越

基本目標

施策

将
来
都
市
像
の

実
現
に
向
け
て

策定の背景 社会の潮流、上越市の現状と課題、将来推計人口 など

策定にあたり 計画策定の趣旨、位置づけ、特徴、構成、期間 など

政策推進の
考え方

支え合い、生き生きと
暮らせるまち

安心安全、快適で
開かれたまち

誰もが活躍できるまち 魅力と活力が
あふれるまち

次代を担うひとを
育むまち

① SDGsの推進 ② デジタル技術の活用促進 ③ 持続可能な行財政基盤の構築

市民と行政が共有する土地利用の基本的な考え方土地利用構想

資料№4重点テーマ

限られた財源や人材など行政資源を有効活用し、計画の着実な推進を図るため、横断的かつ重点的に実施すべきテーマを設定

資料№3

市民の声アンケート、グループインタビュー、まちづくり意見交換会 など
（上越市の魅力や強み、市民が期待する上越市のありたい姿）

計画の推進に当たって ① 計画の実現に向けた視点 ② 計画の進捗管理 ③ 計画の評価検証 ④ 分野別主要計画の管理資料№5

（ヒューマン）

① 活動人口の創出 ② 地域活力の創造 ③ 地域ＤＸの推進 ④ 脱炭素社会の形成

（コミュニティ） （デジタル） （グリーン）

令 和 4 年 8 月 22 日

第5回総合計画審議会

資 料 № 2



 

 

 

 

 

基本計画  

 

素案 

 

（施策-施策の柱） 

 

令 和 4 年 8 月 22 日

第5回総合計画審議会

資 料 № 3



上越市第7次総合計画 　基本計画　目次

基本目標 政策 施策 施策の柱 ページ

健康づくり活動の推進

こころの健康サポートの推進

公衆衛生環境の向上

上越地域医療センター病院の機能拡充

地域医療ネットワークの充実

　－　（救急医療体制の確保）

　※上記、地域医療ネットワークの充実へ統合

介護予防の推進

生きがいの推進・出番の創出

最適な高齢者福祉サービスの提供

　－　（見守り体制の強化）

　※上記、最適な高齢者福祉サービスの提供へ統合

障害福祉サービスの充実

社会参画の促進

相談支援体制の強化

自立へ向けた支援の充実

危機管理能力の向上

自然災害への対応力の強化

原子力災害への対応力の強化

地震に強い都市構造の構築

治山治水対策の推進

災害に強い住環境の構築

防災意識の向上

自主防災活動の推進

常備消防体制の整備

消防団活動の推進

多様化・巧妙化する犯罪への対応

地域防犯力の向上

防犯・交通安全意識の向上

ごみの適正処理の推進

公害対策の推進

生活排水処理対策の推進

施設の長寿命化の推進

効率・効果的なインフラ整備

良好な景観・安らぎある都市空間の創出

適正な規制と誘導の推進

持続可能な都市構造の構築

利用しやすい地域交通の確保

広域交通網との連結強化

冬期間の交通網の確保

生物多様性の保全

環境に配慮した事業活動の推進

ごみの減量とリサイクルの推進

省エネルギー化の推進

再生可能エネルギーの普及

環境学習と保全活動の推進

人権・非核平和の推進

多文化共生の推進

ユニバーサルデザインの推進

男女共同参画意識の向上

女性活躍・女性参画の促進

相談支援体制の充実

生活支援の充実

交流機会の創出

33

35

37

39

41

支え合い、生
き生きと暮ら
せるまち

安心安全、快
適で開かれた
まち

誰もが活躍で
きるまち

あらゆる災害に柔軟に
対応する力の向上

大規模災害への対応力の強化

災害に強い都市構造の構築

地域防災力の維持・向上

日常を支える安心安全
の土台の強化

消防体制の整備

防犯・交通安全対策の推進

快適な生活環境の保全

男女共同参画の推進

若者が活躍できる環境づくり

一人一人の個性が生か
され活躍できる環境づ
くり

人権・多様性の尊重

快適に暮らせる空間の
整備・充実

いつまでも元気で暮ら
せる健康づくり

こころと体の健康の増進

地域医療体制の充実

地域の支え合いで安心
できる福祉の推進

高齢者福祉の推進

障害者福祉の促進

複合的な課題を抱える世帯への支
援

都市空間の整備・充実

土地利用政策の推進

交通ネットワークの確立 31

豊かな自然と調和した
社会の形成

自然環境の保全

地球環境への負荷が少ない社会の
形成

5

7

9

11

13

15

17

19

21

23

25

27

29

※赤字表記：基本計画策定過程において施策の柱体系を統合し整理したもの
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基本目標 政策 施策 施策の柱 ページ

地域を担う人材育成

地域自治の推進

地域コミュニティ活動の活性化

市民活動の支援

市民参画と協働・連携の推進

支え合い体制の強化

関わりの創出・拡大

移住定住の推進

工業の活性化

商業の活性化

中小企業・小規模企業の振興

企業・人材の育成支援

企業立地の推進

直江津港の拠点性の強化

新産業・成長産業の創出

起業・創業の支援

販路拡大の促進

地元企業の認知度向上

雇用環境の向上

職業能力の習得・向上

当市ならではの観光地域づくり

広域交通網をいかした広域周遊観光の推進

市内の回遊性の向上

市内外に向けた情報・魅力発信の推進

各種コンベンション等の誘致

担い手の確保・育成

生産基盤の強化・充実

農業の収益性の向上

担い手の確保・育成

森林・水産資源の保全・活用

林水産業の収益性の向上

魅力ある地域資源の有効活用

食育・地産地消の推進

喜びと生きがいを感じられる生産活動の推進

母子保健の充実

子育て家庭への経済的支援

子どもの育ち支援の充実

保育園等の充実

多様な保育サービスの提供

学力向上の推進

特色ある学校教育の推進

全ての子どもの学びの保障

学校の適正配置・学びの環境の整備

多様な学習機会の充実

多様な学習活動の推進

スポーツ活動の充実

スポーツ環境の充実

歴史・文化的資源の保存と活用

文化・芸術活動の推進

誰もが活躍誰
もが活躍でき
るまちできる
まち

人と人、人と地域のつ
ながりの形成

コミュニティの充実 43

多様な市民活動の促進 45

つながりの創出・拡大 47

農業の振興 61

林水産業の振興 63

農林水産業の価値と魅力向上 65

活力と魅力が
あふれるまち

新たな価値を創り出す
産業基盤の確立

地域に根付く産業の活性化 49

企業立地・物流拠点化の推進 51

新産業・ビジネス機会の創出 53

雇用機会の拡大と就労支援 55

まちの魅力をいかした
賑わいの創出

観光振興の強化 57

シティプロモーションの推進 59

活力ある農林水産業の
確立

文化活動の振興 79

次代を担うひ
とを育むまち

安心して子どもを産み
育て、健やかに育つ環
境づくり

切れ目のない子育て支援 67

子育て環境の充実 69

自ら学ぶ心豊かな人づ
くり

主体的な学びを支える学校教育の
充実
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１－１－１ こころと体の健康の増進 

 

▸ ありたい姿 

「人生 100 年時代」において、子どもから高齢者まで全ての世代の誰もが生涯を通じて心と体の

健康が保たれ、健康寿命が延伸し、自立した暮らしを送っています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・子どもから大人までの誰もが健康づくりに取り組み、生活習慣病の発症と重症化が予防される

とともに、各種がんの早期発見と早期治療が図られています。 

・自殺予防について市民が正しい知識を持ち、地域ぐるみで取り組む重要性を理解しています。 

・医療、福祉、介護サービス等の利用を経済的な負担や感染症への不安などを理由に控えることな

く、安心して利用することができています。 

・これらの取組により、市民の健康寿命が延伸し、一人当たりの医療費の伸びが抑えられていま

す。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・生活習慣や食生活の乱れから、小児期からの肥満が増加傾向にあるほか、成人男性のメタボリッ

クシンドロームの該当者が増加しており、糖尿病や脂質異常症に高血圧を併せ持つ人の割合が

増えています。 

・また、脳血管疾患、心疾患、腎疾患等を発症した人のうち、約 7割が健診未受診者であるほか、

がん検診の受診率は県内の他市町村と比較しても、特に若い働き盛り世代の受診率が低い状況

となっています。 

・このほか、当市における近年の自殺死亡者数は年間 30～50 人で推移しており、ハイリスク者へ

の対応が求められています。 

・このような中、令和 7 年には団塊の世代が全て後期高齢者となり、医療ニーズの高い被保険者

が増え、更なる医療費の増大が予想されています。 

 

・このことから、子どもから大人まで各ライフステージにおいて、生活習慣病の発症と重症化の予

防に取り組み、健康寿命の延伸を図るほか、自殺予防の取組を関係機関や団体と連携を図りな

がら取組を推進していきます。 

・このほか、斎場施設設備の老朽化と将来の火葬需要の増加に対応するため、新上越斎場の整備に

取り組みます。 

 

（調整中） 



上越市第７次総合計画 

6 
 

▸ 施策の柱 

（１）健康づくり活動の推進 

・疾病の発症と重症化の予防、また、疾病の早期発見・早期治療を図るため、各種予防接種や健

康診査、人間ドック等を受診しやすい環境づくりに取り組みます。 

・市民の健康を維持し、予防可能な脳血管疾患等による要介護認定を受ける人を減少させ、健康

寿命の延伸を図るため、生涯を通じた切れ目のない生活習慣病予防・介護予防の取組を推進し

ます。 

・障害のある人が必要な医療を受け、健康な毎日を送ることができるよう、手帳の交付時をはじ

め、受診先医療機関等において制度の説明等を行い、確実な利用を支援します。 

・児童生徒が自らの生活習慣を振り返り、見直しや改善を図る学習を支援するほか、自分のから

だの状況を知るきっかけを提供します。 

 

（２）こころの健康サポートの推進 

・自殺を未然に防ぐため、関係機関とのネットワークづくりを推進し、正しい知識の啓発に努め

るとともに、死にたいとの思いを抱いている人などのハイリスク者への対応に取り組みます。 

 

（３）公衆衛生環境の向上 

・新型インフルエンザ等の感染症が発生した際の備えとしてマスクや防護服、消毒液等の備蓄

品を確保し、迅速に対応することができる体制を整えます。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止に取り組み、特に、高齢者が住み慣れた地域で安

心して介護保険や障害者福祉サービス等を利用することができるよう支援します。 

・斎場施設設備の老朽化と将来の火葬需要の増加に対応するため、新上越斎場の整備に取り組

みます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 



上越市第７次総合計画 

7 
 

１－１－２ 地域医療体制の充実 

 

▸ ありたい姿 

県や地域の医療機関が適切な役割分担と相互連携の下、医療人材を確保しつつ、それぞれの役割

に応じた医療サービスが提供され、市民が必要なときに必要な医療を受けられる地域医療体制が整

っています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・地域医療構想の議論を通じて、地域の医療機関の役割分担と相互の連携が図られ、持続可能な医

療体制が構築されています。 

・開業医、急性期病院との連携や、上越地域医療センター病院と市立診療所とのネットワーク化が

図られ、入院から在宅まで切れ目のない医療を提供することができています。 

・地域医療を支える医師と看護職員が確保され、地域の医療提供体制が維持されています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・急速に少子高齢化が進む中、2025 年までに団塊の世代が 75 歳以上となり、超高齢化社会をを迎

えます。 

・地域の医療提供体制を維持するためには、医師の確保が不可欠であるものの、都市部へ集中する

状況に改善が見られず、地域の各医療機関の医師確保は困難となっており、医師不足を理由に

病床の一部休床や診療科目の一部休診をせざるを得ない状況が生じています。 

・加えて、全国的に看護職員の人手不足が生じており、市内の各医療機関においても、働き方改革

や研修制度の充実による職員確保の取組を進めているものの、十分な人員確保には至っていま

せん。 

 

・このことから、県が推進する地域医療構想の議論を踏まえ、地域の医療機関との役割分担や相互

連携を図り、地域全体で持続可能な医療提供体制の構築に向け、取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）上越地域医療センター病院の機能拡充 

・上越地域医療センター病院の建物・設備の老朽化と将来の医療需要に対応するため、地域医療

構想の議論を踏まえた収支シミュレーションを行うほか、収支改善を進め、改築後の安定的な

病院運営の見通しを立てた上で改築に取り組みます。 

 

（２）地域医療ネットワークの充実 

 ・中山間地域における医療を確保するため、上越地域医療センター病院と市立診療所とのネッ

トワーク化を図ります。 

・地域の医療提供体制を維持するため、県や医療機関との連携による医師確保に取り組むとと

もに、市内の各医療機関における看護職員の確保の取組を支援します。 

・休日・夜間診療所等を運営し、初期救急医療を提供するとともに、輪番制に参加する二次、三

次救急医療機関と連携し、地域の救急医療体制の維持に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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１－２－１ 高齢者福祉の推進 

 

▸ ありたい姿 

介護が必要な高齢者も、元気な高齢者も住み慣れた地域で自分らしくいきいきと暮らせる居場所

があり、家族や地域の支え合いの下で、安心して暮らしています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・高齢者一人一人が介護予防や健康寿命の延伸を意識し、健康づくりに取り組み、超高齢化社会に

あっても要介護認定者数の伸びが鈍化しています。 

・年とともに楽しく、生きがいをもって活躍し、高齢者の知識や経験が次世代に還元され、地域活

力の維持につながっています。 

・医療・介護・福祉等の多様な職種の連携が強化され、心身の健康の維持と生活支援等が一体的・

継続的に提供される地域包括ケアシステムが深化しています。 

・人と人のつながりの中、地域全体で高齢者の見守りが行われています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・急速な高齢化の進行に伴い、高齢者人口や認知症高齢者の増加が見込まれ、とりわけ高齢者の単

身世帯や夫婦のみの世帯において、日常生活の支援が必要となるケースの増加が想定されてい

ます。 

・これまで、市では介護予防のため「通いの場」を 28 地域自治区ごとに設置するとともに、企画・

運営等の役割を担う生活支援コーディネーターを配置し、地域特性に応じた支え合いの体制づ

くりを推進してきたものの、一部の地区では住民主体の組織化が図られていないことから更な

る取組の推進が必要となっています。 

・また、シルバー人材センターや老人クラブ等への助成を通じて、高齢者の活動と活躍の場づくり

を支援するとともに、高齢者同士の交流の場を広げ、健康づくりや生きがいづくりに取り組ん

できたものの、ニーズの多様化や就労する高齢者の増加から、いずれの活動においても参加人

数が減少しています。 

 

・このことから、誰もが住み慣れた地域で安心して暮すことができるよう、介護予防・重症化予防

の推進はもとより、高齢者や介護者のニーズに応じた介護保険サービスや各種高齢者福祉サー

ビスを提供するほか、支え合いや見守り体制の充実を図ります。 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）介護予防の推進 

・生活習慣病の重症化により要介護状態となることを予防するため、健診の受診勧奨や保健指

導の実施をはじめ、介護予防に必要な知識の普及などに取り組みます。 

・介護予防効果の高い、地域支え合い事業に取り組み、高齢者が気軽に集い、安心して生活する

ことができる環境づくりに取り組みます。 

 

（２）生きがいの推進・出番の創出 

・高齢者のニーズを踏まえた、就労や趣味活動、スポーツ大会や作品展の開催を通じて、一人一

人の生きがいと出番の創出を支援します。 

・認知症サポーターの養成に取り組むとともに、認知症サポーターを対象としたステップアッ

プ講座を開催し、認知症の人を支える地域づくりを進めます。 

 

（３）最適な高齢者福祉サービスの提供 

 ・最適な高齢者福祉サービスを提供するため、地域包括支援センターや民生委員・児童委員にサ

ービスの内容を周知するとともに、地域包括支援センターの体制強化に取り組みます。 

・介護保険サービスの提供においては、介護予防に資するケアプランの作成を推進するととも

に、サービス提供の基盤となる介護人材の確保に取り組みます。 

・今後、増加が見込まれる高齢者や認知症の人が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域

住民や事業所、関係機関、行政が連携し、地域全体で高齢者等を見守る体制づくりを推進しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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１－２－２ 障害者福祉の促進 

 

▸ ありたい姿 

障害のある人もない人も分け隔てなく、地域の中で助け合いと思いやりによりつながり、お互い

の存在を認め合いながら、自分らしく活躍しています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・本人の意思が尊重され、また、介護する家族等を支援する障害福祉サービスの充実が図られ、障

害の種別や程度にかかわらず、住み慣れた地域で孤立することなく、安心して暮らしています。 

・一人一人の出番が創出されるとともに、雇用が拡大し、生きがいをもっていきいきと活躍してい

ます。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・強度行動障害を有する人や医療的ケアが必要な人など、重い障害のある人は障害が重いことを

理由に障害福祉サービスの利用を断られることが多く、依然として、支援を受ける上で選択肢

が少ない状況となっています。 

・また、障害のある人が「親なき後」も安心して自分らしく暮らしていくことができるよう、支援

体制の充実が求められています。 

・さらに、本人の意思や複雑かつ多様化するニーズに対応した支援が求められる中、担い手となる

福祉人材が社会全体で不足しています。 

・このほか、障害のある人の暮らしを地域の中で助け合いと思いやりによって支えていく上で、障

害特性に対する市民の理解が十分とは言えないことから、様々な機会を捉えて、市民への周知

啓発に取り組んでいく必要があります。 

 

・このことから、障害のある人が安心して自分らしく暮らしていけるよう、支援体制やサービスの

充実を図るとともに、学校等における学習環境を整備するほか、生きがいを持ち社会で活躍し

ていくため、就労や社会参画の促進に取り組みます。 

 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）障害福祉サービスの充実 

・重度心身障害者に対する医療費の助成や特別障害者等への手当の給付のほか、障害福祉サー

ビスの利用に必要な介護給付費・訓練等給付費の支給などを通じて、障害のある人の経済的負

担の軽減を図ります。 

・医療的ケア児等への地域における支援体制の構築を検討します。 

・利用者の増加やニーズを踏まえ、グループホーム等の計画的な施設整備を関係機関と協議の

上で進めます。 

・障害福祉サービスの質・量を確保するため、障害福祉分野の人材確保・育成に取り組みます。 

 

（２）社会参画の推進 

・障害のある人が参加できる当事者同士の活動や地域の活動の機会を増やすとともに、障害の

ある人への理解と差別意識の解消を進め、社会参加をしやすい環境づくりを推進します。 

・障害のある人が社会で活躍できるよう、外出・移動支援やコミュニケーション支援に取り組む

ほか、一般就労の促進と福祉的就労の充実を図り、障害のある人の自立や社会参加を支援しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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１－２－３ 複合的な課題を抱える世帯への支援 

 

▸ ありたい姿 

自分や家族で悩みを抱え込まず、身近に相談や助けを求められる環境が整い、誰もが社会から孤

立せずに、すこやかな暮らしを送ることができています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・悩みを抱えた人がそれぞれの状況に応じ、継続的な相談や支援を受けることができる体制が整

っています。 

・様々な悩みを抱えて相談に来る人を、関係機関との連携の下、必要な支援サービス等に適切につ

なぐ体制が整っています。 

・生活支援が必要な、ひとり親世帯が経済的な自立に向けて資格取得や求職活動に安心して取り

組むことができる環境が整っています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・急速な少子高齢化や核家族化の進展からライフスタイル等が変化し、家族や親戚など、困った時

に助けてくれる人が身近にいなくなってきています。 

・このような中、経済的に困っている上に、福祉サービスの利用につながらないなど、複合的な課

題を抱える世帯に関する事案が顕在化してきております。 

・また、高齢者、障害者、ひとり親家庭、生活困窮にある方の相談支援を行うため、市内 11か所

に地域包括支援センターを設置し、相談支援体制の充実に取り組んできたものの、センターご

とに相談件数や相談支援の対応にばらつき等が生じています。 

・さらには、社会経済環境が目まぐるしく変化し、将来の予測が困難な時代において、今後も家庭

環境の複雑・多様化が進み、複合的な課題を抱える世帯の増加が一層懸念されます。 

 

・このことから、各種支援制度の狭間にいる人や複合的な課題を抱える世帯などを適切に支援す

るため、地域包括支援センターにおいて様々な相談に対応できるよう、職員の資質向上を図る

とともに、地域住民や行政、関係機関による見守り等を含めた包括的かつ継続的な支援の仕組

みの強化に取り組みます。 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）相談支援体制の強化 

・各種支援制度の狭間にいる人や複合的な課題を抱える世帯を支援するため、引き続き、相談窓

口を設置するとともに、訪問による相談対応を実施します。 

・地域や関係機関と連携しながら、地域での見守り等を含めた包括的・継続的な支援に取り組み

ます。 

 

（２）自立へ向けた支援の充実 

・支援が必要なひとり親家庭の経済的自立を支援するため、母子・父子自立支援員を配置し、就

労支援に取り組みます。 

・生活困窮にある方からの相談を受け、生活福祉資金の貸付や住居確保給付金の支給など各種

サービスにつなげるほか、家計改善や就労に向けた各種支援に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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２－１－１ 大規模災害への対応力の強化 

 

▸ ありたい姿 

地震をはじめ、集中豪雨や大雪など、あらゆる災害に対する防災意識と備えが整い、誰もが災害

時に自分がとるべき行動を理解し、災害から身を守ることができています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・災害情報の収集能力や分析技術の向上に加え、通信技術の向上により情報が効率的に発信・伝達

されています。 

・最新の知見に基づいて各種マニュアルが見直され、市職員の研修や訓練が継続的に実施され、い

つ災害が起きても対応できる体制が整っています。 

・各町内会（自主防災組織）において、避難行動要支援者の個別避難計画が作成され、有事の際の

互助の体制が整っています。 

・原子力災害において放射線による健康被害から市民を守るための広域的な避難体制が、国や県、

関係市町村等と連携して整備されています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・近年、局所的な豪雨や大雪など、自然災害が頻発・激甚化する一方で、市職員の減少に伴い、避

難所の迅速な開設や長期に渡る運営など、人員を多く必要とする災害対応が困難な状況となっ

ています。 

・また、増加する外国人市民やペットを伴う避難者などに配慮した避難所運営が求められている

ほか、高齢化の進行に伴い、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯が増加しており、地域におい

て要支援者を支える人材と体制の確保が課題となっています。 

・加えて、原子力災害への備えとして、実効性のある広域的な避難体制を整備するほか、災害時に

おいて基本となる避難行動等について市民に理解を深めてもらう必要があります。 

 

・このことから、全国で発生した大規模災害等の教訓や過去の災害経験を踏まえ、市職員の危機管

理能力の向上や、情報の収集、発信等の効率化、あらゆる災害を想定した対応力の強化に取り組

みます。 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）危機管理能力の向上 

・市職員一人一人が正確で効果的な災害対応を行うため、最新の知見に基づいた各種マニュア

ルの見直しや、研修・訓練を継続して行います。 

・避難情報の発令を支援するシステムなど、新たな技術を活用し、自然災害や危機管理事案に関

する情報の収集、分析、共有、発信の業務を効率化します。 

 

（２）自然災害への対応力の強化 

・自然災害による被害の未然防止・軽減を図るため、国・県の新たな調査結果に基づき、各種ハ

ザードマップを更新し、様々な媒体により確認できる状態にします。 

・自然災害の発生時に遅滞なく避難所を開設し、円滑に運営するため、町内会や施設管理者と連

携した開設・運営体制を維持・強化します。 

・備蓄物資を計画的に更新し、有効活用していくほか、避難所における感染症対策や良好な生活

環境の確保など、多様化するニーズに合わせた備蓄品の導入を進めます。 

・災害において特に配慮を必要とする高齢者や障害のある人が、個別避難計画に基づき福祉避

難所へ確実に避難することができるよう、災害に対する知識の向上や避難支援者の確保に取

り組みます。 

 

（３）原子力災害への対応力の強化 

 ・放射線による健康被害から市民を守るため、国や県、関係市町村等と連携し、実効性のある広

域的な避難体制等の整備を進めます。 

・原子力防災訓練を繰り返し行い、原子力災害への市民や地域等の対応力の強化に取り組みま

す。 

・原子力災害の発生時に市民一人一人が的確な防護措置を取れるよう、放射線の基礎知識や屋

内退避の必要性、避難行動における流れなどについて周知を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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２－１－２ 災害に強い都市構造の構築 

 

▸ ありたい姿 

あらゆる災害への未然防止が図られるとともに、避けることができない災害による被害を最小限

に抑制し、素早く復旧することができる対応力が備わっています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・被災時においても、市民生活に欠くことのできない重要なライフラインを確保できる体制が整

っています。 

・地すべり等の土砂災害の兆候を早期に発見できる体制が整うほか、河川流域全体のあらゆる関

係者が協働する「流域治水」の取組が進んでいます。 

・浸水対策や地域住民による自助・共助の取組により、防災力が向上し、大雨による浸水被害の軽

減が図られています。 

・安心安全な住環境が形成されるほか、空き家の利活用や適正管理等が進み、空き家件数の増加が

抑制されています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・大規模な被害が予測されている大地震の発生への備えや、地球温暖化に伴う気候変動から、近

年、全国的に局地的な大雨や台風等による浸水被害が増え、当市においても市街地を中心に道

路の冠水や宅地の浸水が多発しており、市民の生命、財産を守るため、災害に強いまちづくりが

求められています。 

・治山治水対策として、これまで、地すべり防止区域で、地すべり巡視員による土砂災害の兆候の

早期発見に取り組んできたものの、巡視員の高齢化が進み、担い手の確保が課題となっていま

す。 

・また、住環境においては、住宅所有者の高齢化などにより、改修への投資意欲や地震に対する防

災意識が高まらず、耐震改修工事が十分に進んでいない状況です。 

・加えて、人口減少の進行に伴い、今後も、空き家の増加が見込まれており、管理不足や経年劣化

等により危険空き家へと移行しないための対策が求められています。 

 

・このことから、地震・水害・地すべり災害・洪水・浸水被害等のあらゆる大規模災害の発生に備

えて、各社会インフラの耐震化や抜本的な治山治水対策などに取り組むほか、老朽化した空き

家の対策などをはじめとする災害に強い住環境の構築を進めていきます。 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）地震に強い都市構造の構築 

・大規模な地震の発生時においても被害を最小限にとどめ、最も重要な病院や指定避難所等の

ライフラインを確保するとともに、迅速に復旧ができるよう、水道施設をはじめとする社会イ

ンフラの耐震化を着実に進めます。 

 

（２）治山治水対策の推進 

・豪雨や融雪等による地すべり等の土砂災害の兆候を早期発見するため、県と連携を図り、地す

べり防止区域の巡視活動に取り組みます。 

・抜本的な治水対策である保倉川放水路の事業化と儀明川ダムの本体着工に向けて、国・県への

要望と連携を強化します。 

・河川流域全体のあらゆる関係者が協働し、流域全体で水災害を軽減させる流域治水に取り組

みます。 

・雨水管理総合計画に基づき、効率的かつ効果的な施設整備の促進や適時適切な情報発信、防災

訓練の実施など、ハード・ソフトの両面から浸水対策に取り組みます。 

 

（３）災害に強い住環境の構築 

 ・地震による住宅の被害を軽減するため、耐震診断の実施などの取組を推進し、耐震性が不足す

る住宅の解消に取り組みます。 

・関係団体や町内会と連携し、空き家の利活用に関する支援制度の周知を図り、利活用可能な空

き家が危険空き家に移行しないよう予防に取り組みます。 

・克雪住宅の整備や、屋根雪下ろし時の命綱固定アンカー等の設置を支援し、除排雪作業による

事故防止に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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２－１－３ 地域防災力の維持・向上 

 

▸ ありたい姿 

自助、共助、公助の考えの下、市民や事業者、地域、行政等がそれぞれの役割を果たし、相互に連

携・協力して災害に対応する体制が整っています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・市民一人一人に自助の意識が広く普及し、発災時に適切な避難行動をとることができています。 

・町内会における防災台帳の更新や地域においてハザードマップを活用した訓練等が継続して実

施され、地域防災力が維持・向上しています。 

・防災士を継続して養成することにより、市内の全地域自治区において支部が結成され、上越市防

災士会と同支部による活動が活発に行われています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・近年の災害の激甚化・多発化を踏まえ、市民一人一人が自らの命は自ら守るという自助の意識を

定着させていくことが大切になっています。 

・地域では、新型コロナウイルス感染症の影響から、自主防災組織における訓練等の活動が停滞し

ており、地域防災力の維持・向上に向け、活動の再開・継続が重要となっています。 

・また、高齢化の進行から、避難時に配慮が必要となる避難行動要支援者の増加が見込まれる中、

災害時における共助の観点から、要支援者の避難体制の確保が求められています。 

・このほか、防災士の高齢化が進んでおり、世代交代に向けた取組を促進していく必要がありま

す。 

 

・このことから、全ての世代への効果的な防災教育により一人一人の防災意識を高めるとともに、

防災対策の中核となる自主防災組織の共助の力をいかした活動を推進するほか、防災士の世代

交代や女性防災士の養成に取り組みます。 

 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）防災意識の向上 

・就学時からの防災教育をはじめ、幅広い年代が楽しく参加できる体験型の防災イベントを開

催するなど、市民の防災意識の啓発・向上に向けた取組を進めます。 

・災害への備えとして、チラシ等を作成し町内会へ配布するほか、広報上越や市ホームページな

ど、あらゆる媒体を活用しながら、自助意識の高揚に向けて取り組みます。 

 

（２）自主防災活動の推進 

・防災活動が停滞している自主防災組織に防災アドバイザーを派遣し、訓練参加を促すほか、防

災士会と連携しながら、ハザードマップの活用研修を継続して実施し、市民一人一人が適切な

避難行動をとれるよう取り組みます。 

・自主防災組織が行う避難行動要支援者の個別避難計画に基づく、実践的な訓練を推進します。 

・地域防災力の維持・向上を図るため、地域の防災リーダーとなる防災士の養成・育成に取り組

み、特に若い世代や女性の資格取得を促進し、上越市防災士会と同支部の活動の活性化を図り

ます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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２－２－１ 消防体制の整備 

 

▸ ありたい姿 

常備消防と消防団の連携強化と、消防団の人員や消防資機材等の適正配置により、地域の消防力

が高まり、火災や特殊災害の被害を最小限に抑える体制が整っています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・AI 技術やドローン、ロボット等を活用した効果的な消火活動の導入に向け、調査・研究が進ん

でいます。 

・消防団の適正配置や処遇改善などにより、消防団員が確保され、地域消防力が維持されていま

す。 

・消火活動に必要な消防水利が確保され、消防資機材の更新・整備が計画的に行われています。 

・各種防災訓練を通じて、技術向上と士気高揚が図られ、万一の災害への備えができています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・市街地や家屋連担地域における大規模火災や特殊災害に即応できるよう、常備消防を始めとす

る消防体制の強化が求められています。 

・また、地域防災の中核として大きな役割を果たす消防団は、少子高齢化や就業形態の変化により

団員の確保が困難な状況となっており、地域消防力を維持していくため、消防団員の確保や消

防資機材の適正配置を進めていく必要があります。 

 

・このことから、あらゆる災害に即応できるよう、常備消防の消火技術の向上など体制を強化する

とともに、多様な災害への対応や地域防災力を強化するため、消防団と自主防災組織の連携を

促進するほか、消防団員の処遇改善や確保、消防資機材の更新・整備等に取り組みます。 

 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）常備消防体制の整備 

・市街地や家屋連担地域における火災や特殊災害の被害を防止・軽減するため、消火活動に必要

な体制を確保するとともに、消火技術の向上を図ります。 

 

（２）消防団活動の推進 

・将来に渡り、地域の消防力を確保するため、人口減少や高齢化の進行を見据え、消防団の再編

や消防資機材の適正配置を進めます。 

・消防団員を確保し、消防団の円滑な活動を促進するため、団員の負担軽減等の処遇改善を図る

とともに、消防団員の技術向上と士気を高める各種訓練を実施します。 

・地域の消防力を充実・強化するため、消防団と自主防災組織、常備消防などとの連携を推進し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 



上越市第７次総合計画 

23 
 

２－２－２ 防犯・交通安全対策の推進 

 

▸ ありたい姿 

市民一人一人が被害に遭わないための知識を習得し、地域や事業者、関係団体等が一体となり、

地域ぐるみで防犯・交通安全活動が展開され、全ての市民が安心して暮らしています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・市民一人一人が犯罪に遭わないための知識を有するとともに、地域全体で防犯活動が実施され、

犯罪被害が減少しています。 

・青少年の非行や問題行動が少ない安心安全なまちが地域の力で守られています。 

・交通安全教育と啓発が継続的に行われ、交通事故の死傷者数が減少しています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・近年、犯罪認知件数は減少傾向にある一方で、特殊詐欺被害は増加傾向が見られます。 

・特に、インターネットを悪用した犯罪など手口が多様化・巧妙化していることから、被害に遭い

やすい高齢者向けの防止策に取り組む必要があります。 

・また、令和 4 年 4 月から成年年齢が引き下げられ、18 歳から契約行為などが可能になり、若者

の消費生活トラブルの増加が懸念されています。 

・加えて、高齢運転者の増加が見込まれる中、自動運転をはじめとする先進安全技術の実用化が進

んできていることからその周知・普及を図るとともに、適切な指導を行うことで、交通事故によ

る死傷者数の減少につながることが期待されます。 

 

・このことから、犯罪や交通事故のない安心安全なまちを実現するため、市民一人一人の防犯・交

通安全意識の向上や、警察や関係団体、地域と連携した地域ぐるみの活動を推進するほか、依然

として高い割合にある高齢者の加害・被害事故の防止に取り組みます。 

 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）多様化・巧妙化する犯罪への対応 

・市民が犯罪から自らを守ることができる知識を習得し、多様化・巧妙化する犯罪に対応するた

め、警察や関係団体、地域と連携しながら、安全教育指導員や地域安全支援員等による教育・

啓発活動を実施します。 

・インターネットやメール、SNS など、IT 機器の操作に不慣れな高齢者の被害を防ぐため、高齢

者が集まる場所などに出向いた出前講座の開催や、高齢者世帯訪問などを通じて防犯知識の

充実を図ります。 

・消費者トラブルによる被害を防止するため、関係機関と連携し、情報提供と出前講座を行うと

ともに、市民の相談に適切に対応します。 

 

（２）地域防犯力の向上 

 ・犯罪被害を未然に防ぐため、地域や事業者、関係団体等が一体となった防犯活動を推進しま

す。 

・青少年の非行防止や地域防犯のため、警察や学校、行政、市民ボランティア等による情報共有

や共同活動などの連携を更に推進します。 

 

（３）防犯・交通安全意識の向上 

 ・交通事故の発生件数と死傷者数の減少傾向を今後も維持するため、年代等に応じた交通安全

教室や先進安全技術を体験するイベントを開催するなど、市民の交通安全意識の啓発・向上

に向けた取組を進めます。 

・高齢化の進行に伴う高齢運転者の増加が見込まれることから、原因別発生状況に合わせた指

導を行うなど、交通安全意識の向上に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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２－２－３ 快適な生活環境の保全 

 

▸ ありたい姿 

市民生活から生じる廃棄物や汚水が適正かつ、効率的・安定的に処理され、水質・大気等の環境基

準が保たれた良好な生活環境の下で、誰もが快適な暮らしを送っています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・ごみの減量と資源物の分別、再資源化が定着し、ごみの少ない、きれいなまちになっています。 

・不法投棄や野焼きが減少し、衛生的な環境が維持されています。 

・大気、水質、土壌等に関する環境基準が満たされ、良好な生活環境が保たれています。 

・廃棄物等が適正に処理されているほか、最終処分場の整備によって、災害廃棄物の処理体制が拡

充されています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・山間部や海岸等における廃棄物の不法投棄や不適正排出が依然として発生しているほか、野焼

きの指導件数や事業活動に伴う一般廃棄物の排出量も減少しておらず、市民や事業者等の更な

る意識醸成が必要となっています。 

・また、適切な廃棄物の処理体制を維持するため、計画的な施設整備や維持管理に取り組むほか、

エコパークいずもざきの供用期間が令和 13 年までと見込まれることから、最終処分場の早期整

備が求められています。 

・さらに、大気、水質、土壌等の環境基準は概ね満たされているものの、近隣住民等の生活音を原

因とする騒音苦情は増加傾向にあり、北陸新幹線の鉄道騒音は、環境基準値を超過している地

点があります。 

・このほか、生活排水の処理に係る施設の維持管理費の増嵩や急速に進む人口減少などにより、下

水道事業等を取り巻く経営環境は厳しさを増しており、効率的で持続可能な事業経営に取り組

む必要があります。 

 

・このことから、市民、事業者のごみの減量と再資源化の意識の更なる浸透と定着を図るととも

に、不法投棄の防止や廃棄物の適正処理の推進を図っていくほか、快適で良好な生活環境の確

保に向け、公害対策や生活排水の処理対策の推進に取り組みます。 

 

 

 

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）ごみの適正処理の推進 

・ごみの分別区分の変更や、収集回数等の収集方法の見直し、ごみ集積所の再配置の検討を進

め、ごみを出しやすい環境づくりと収集の効率化を図ります。 

・不法投棄や野焼き等の不適正処理の防止を図るため、出前講座や広報紙による啓発活動に取

り組みます。 

・市民や事業者等の環境意識の向上を図るとともに、廃棄物処理施設の適切配置を維持するほ

か、最終処分場の確保に向けた取組を推進します。 

・町内会や関係部署の協力の下、ごみヘルパー協力者を確保し、ごみの排出が困難な高齢者のご

み分別等の支援に取り組みます。 

 

（２）公害対策の推進 

・大気汚染、騒音・振動、水質汚濁等の公害を防止するため、関係機関と連携し、法令等に基づ

く計測や規制の遵守に向けた監視を行うとともに、必要な改善指導等を行います。 

 

（３）生活排水処理対策の推進 

 ・清潔な生活環境を保持するため、汚水衛生未処理世帯等に対し、し尿収集を適切に行います。 

・生活排水による水質汚染を防止するため、公共下水道や農業集落排水への接続、合併処理浄化

槽の設置を促進するとともに、下水道事業経営戦略に基づき、持続可能な事業経営の推進に取

り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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２－３－１ 都市空間の整備・充実 

 

▸ ありたい姿 

機能的・安定的な都市基盤が整い、歴史や文化、自然などが調和した美しいまちなみが形成され

るとともに、憩いの場となる公園等のオープンスペースが充実した中で、心のゆとりや潤いを感じ

ながら生活しています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・各種計画に基づき、予防保全型の管理体制に転換し、老朽化した各種インフラが適切にメンテナ

ンス・更新されています。 

・誰もが安全に安心して利用できる道路や歩道の整備が進んでいます。 

・下水道未普及地域の公共下水道整備が概成し、衛生環境が向上しています。 

・歴史や文化など地域の特色をいかした景観づくりに取り組む地域が増え、周辺と調和のとれた

景観が形成されています。 

・憩い・集い・くつろげる快適に暮らせる空間が整っています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・市民生活や経済活動に欠かせない道路や橋梁をはじめとする社会インフラの老朽化が急速に進

む中、施設の更新や機能保全に加え、通学路における安全性の向上や機能強化など、市民ニーズ

は一層多様化しています。 

・また、近年の気候変動等により災害が激甚化・頻発化する中、社会の重要な機能が致命的な障害

を受けず維持されるよう、社会インフラの強靭化も求められています。 

・一方、人口減少・少子高齢化社会においては、右肩上がりの経済成長・税収の増加等を前提とし

た従来型の量的整備は困難であり、将来の人口規模等を見据えた最適な社会インフラの整備が

求められています。 

・加えて、近年、市民の価値観や生活様式の多様化などにより、歴史・文化と調和した美しい景観

や公園等のオープンスペースの価値が再認識されてきています。 

 

・このことから、既存の社会インフラについて、各種計画に基づく整備・更新や維持補修による機

能保全に取り組むとともに、新たな投資的整備に当たっては、必要性や優先度を見極めながら

効率的かつ効果的な整備を進めます。 

・また、地域に親しみや愛着が持てる美しい景観保全や憩いの場となる都市公園等の適切な管理

や機能の充実に取り組み、市民の心の豊かさや安らぎの向上を図ります。 

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）施設の長寿命化の推進 

・人口動態や社会情勢の変化を踏まえ、橋梁や市道をはじめとする各種インフラの統廃合や規

模の適正化を図るとともに、各種長寿命化計画やストックマネジメント計画等に基づき、予防

保全型の維持管理に取り組み、各種インフラの健全性の維持や長寿命化に取り組みます。 

 

（２）効率・効果的なインフラ整備 

・長期未着手の都市計画道路のうち、社会情勢の変化や実現可能性を踏まえて必要性が低下し

た道路は廃止を進めます。 

・既存インフラを最大限活用するとともに、新たなインフラ整備に当たっては、市民生活や産業

活動、防災・減災、国土強靱化の視点から必要性や優先度を踏まえ、各種整備計画に基づき、

効率的かつ効果的な整備・更新に取り組みます。 

・公共下水道整備区域を見直した上で、令和 10年度までに未普及地域における下水道整備を概

成させるとともに、効率的な下水道事業経営に向け、汚水連携など広域化・共同化に取り組み

ます。 

 

（３）良好な景観・安らぎある都市空間の創出 

 ・快適で美しく、魅力あふれるまちの実現に向け、建築物や工作物等の良好な景観への誘導や事

業者等への啓発活動に取り組むほか、市民や事業者による主体的な景観づくり活動の掘り起

こし、歴史や文化など地域の特性をいかした景観づくりを推進します。 

・都市空間の緑化を推進するとともに、市民の憩いや交流の場となる都市公園等の整備や適切

な維持管理に取り組むほか、総合公園である高田城址公園と五智公園は、シンボル公園として

質の高い空間の形成を目指します。 

・また、パークパートナーシップ協定に基づく公園管理や、桜のボランティア団体等との連携や

担い手の継承など、民間活力を活用した取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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２－３－２ 土地利用政策の推進 

 

▸ ありたい姿 

利便性が高いまちなかや豊かな自然があふれる中山間地域など、各地域の特性や機能を生かした

質の高い生活環境が整うとともに、空き地や空き家等の管理や利活用が図られ、活力ある地域コミ

ュニティが形成されています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・市民や事業者等とともに、土地利用構想と整合したメリハリのある土地利用が行われ、快適な住

環境が形成されています。 

・柔軟な土地利用を推進することにより、十分に活用されていない土地の解消や新たな土地利用

への転換が進んでいます。 

・まちなかでは、若者世帯の移住者や地域に根付いた小店が出店するなど、新たな魅力と賑わいが

生まれています。 

・空き家の適正管理と利活用が進み、空き家の増加が抑制されています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・人口減少や少子高齢化の進行に伴い、市街地では人口密度の低下や中心部の空洞化への対応、田

園地域では農業の生産性の向上、また、中山間地域では集落機能と農業・林業の維持といった課

題が顕在化しています。 

・また、地域経済の発展に寄与する、企業等の立地にあたっては、企業等の多様なニーズに対応す

るため、土地利用規制に関し柔軟な対応が求められています。 

・さらには、全国各地で水害をはじめとした大規模な自然災害に見舞われていることから、当市に

おいても都市機能や居住区域の適正な誘導が必要となっています。 

 

・このことから、人口減少や高齢化社会の進展を見据え、市街地、田園地域、中山間地域の地域特

性や役割に応じた土地利用を進めるとともに、地域経済の発展に寄与する産業の立地等におい

ては土地利用規制の柔軟な対応を検討するほか、まちなかの居住推進や魅力の向上、都市機能

の確保に取り組みます。 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）適正な規制と誘導の推進 

・生活の快適さと自然環境を維持するため、市民や事業者とともに、各種法令や土地利用構想、

都市計画マスタープラン等に基づき、土地利用の適正な規制や誘導、大規模開発行為の適正化

を図ります。 

・市街地の適正な規模を維持するとともに、田園地域の優良な農地や中山間地域の自然環境と

公益的機能を維持するため、「メリハリのある土地利用」を推進します。 

・地域経済の発展に寄与するような企業等の誘致に当たっては、産業分野の施策と連携し、社会

経済情勢の変化や市場ニーズの動向を見極め、柔軟な土地利用を推進します。 

・各種ハザードマップを踏まえ、災害の危険性を考慮した計画的な土地利用や施設を誘導する

取組を推進します。 

 

（２）持続可能な都市構造の構築 

 ・高田と直江津のまちなかにおいて、立地適正化計画に基づき、抱える課題の解決に向けて、行

政や住民、事業者等による協働のまちづくりを実践し、空き家の利活用の促進やまちの魅力

向上などの居住人口の増加につながる取組を推進します。 

・空き家の物件情報を素早くキャッチし、空き家情報バンクを活用した情報発信により、早期の

再利用を促します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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２－３－３ 交通ネットワークの確立 

 

▸ ありたい姿 

市内外に開かれた広域交通網の利便性が高まり、学業や職業、観光等の選択肢が広がるとともに、

地域内では公共交通や互助による輸送などにより、暮らしを支える地域交通が確保され、車を運転

しない人も安心して生活しています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・路線バスの運行の維持や互助による輸送などにより、利用しやすい移動手段が確保されています。 

・市民生活や地域経済を支える重要な社会インフラである在来線の安全で安定した運行が維持され

ています。 

・市内外の人やモノの移動を支える広域交通ネットワークの整備が進んでいます 

・地域における除雪体制が確保・維持され、冬期間の道路交通と安全な歩行空間が確保されていま

す。 

・除雪作業の効率性と安全性が向上するとともに、除雪オペレーターの確保が図られています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・人口減少や車社会の進展、新型コロナウイルス感染症の蔓延等によりバス利用者は減少傾向が

続き、今後の需要回復と、将来にわたって持続可能な交通ネットワークの構築が課題となって

います。 

・また、鉄道においても利用者数の減少から、えちごトキめき鉄道と北越急行の両社ともに厳しい

経営状況が続いており、さらに、えちごトキめき鉄道では、変電所設備の老朽化に伴う大規模修

繕が喫緊の課題となっています。 

・一方で、北陸新幹線は、令和 5年度末に金沢・敦賀間の開業が予定され、北陸・関西エリアとの

更なる交流人口の拡大や地域経済の活性化が期待されています。 

・冬期間の交通網の確保においては、除雪オペレーターの高齢化により安定的な機械除雪体制の

確保が困難になってきているほか、道路幅員が狭く除雪機械が入れない狭隘市道においては、

地域の担い手の減少や燃料費等の高騰により負担が増し、地域による除雪体制の維持が課題と

なっています。 

 

・このことから、市民生活に必要不可欠な足として、利用しやすい地域交通の確保や広域移動の利

便性の向上を図るとともに、安全で円滑な緊急交通路の確保に向け、幹線道路の整備を促進す

るほか、冬期間の安全な交通網の確保に取り組みます。 

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）利用しやすい地域交通の確保 

・高齢者の通院や買物、高校生の通学において、利用しやすい移動手段を確保するため、路線バ

スのほか、予約型コミュニティバスや自家用旅客有償運送、互助による輸送など、多様な輸送

手段を活用し、将来にわたって持続可能な公共交通ネットワークの構築に取り組みます。 

 

（２）広域交通網との連結強化 

・広域交通網の整備効果を最大限に発揮させるため、高速道路、国道等の広域道路と生活道路と

の連結を強化し、市内外の人やモノの移動を支える広域交通ネットワークの形成を目指しま

す。 

・市民生活の利便性や地域活性化、災害時の避難路や代替路等の機能を向上するため、幹線道路

の整備を推進します。 

・北陸新幹線の敦賀以西への延伸を見据え、上越妙高駅への停車機会の拡大に向けた要望等の

取組を行います。 

・えちごトキめき鉄道と北越急行の経営安定化に資する支援や利用促進に取り組みます。 

 

（３）冬期間の交通網の確保 

 ・除雪支援システムの検証を通じて、除雪事業者にシステムの導入を促し、除雪作業による冬期

間の道路交通の効率性と安全性の向上、負担軽減を図り、次世代の除雪オペレーターの確保

に取り組みます。 

・地域による狭隘市道の除雪体制を維持するため、小型除雪機の使用や消雪パイプを設置して

いる町内会等の取組を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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２－４－１ 自然環境の保全 

 

▸ ありたい姿 

豊かな自然環境と生物多様性が保全され、人と自然が良好な生活環境の中で共生しており、将来

世代にかけがえのない自然環境が引き継がれています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・森林、緑地、水辺地等の多様な自然環境が保全されています。 

・野生生物等の生物多様性が確保され、人と自然が豊かに触れ合い、共生することができていま

す。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・当市の豊かな自然環境は、多様な動植物が生息する場であるとともに、食や産業など市民の暮ら

しや経済活動を支えています。 

・近年、アライグマ等の特定外来生物の生息・育成域の拡大により、絶滅が危惧される希少種の生

息域の減少が懸念されるとともに、ツキノワグマ、イノシシ等の大型野生動物が人里に出没す

ることにより、人身や農作物の被害が発生しています。 

 

・このことから、豊かな自然環境がもたらす恵みを次代に継承できるよう、環境保全団体や地域と

協働し、生物多様性を保全するとともに、大型野生生物の出没や被害の抑制に取り組むほか、環

境に配慮した事業活動や開発行為を推進していきます。 

 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）生物多様性の保全 

・地域における多様な生態系を健全な状態で維持していくため、自然環境保全地域の指定を行

うとともに、環境保全団体や地域と連携し、啓発・保全活動に取り組みます。 

・人と野生動物の共存を図るため、農地等の適切な管理や緩衝帯の整備など、大型野生動物が出

没しにくい環境づくりを地域ぐるみで推進するとともに、市民一人一人の野生動物に対する

理解を深める機会を提供します。 

 

（２）環境に配慮した事業活動の推進 

・自然環境の保全や公害の防止を図るため、環境影響評価法や新潟県環境影響評価条例等に該

当する事案が生じた際には、専門的な知見を踏まえ、開発事業者等に対して適正な事業の実施

を促します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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２－４－２ 地球環境への負荷が少ない社会の形成 

 

▸ ありたい姿 

市民、事業者、行政が限りある資源を効率的に利用して環境負荷の少ない社会経済活動が営まれ

ており、2050 年カーボンニュートラル達成に大きく近づき、地球環境が良好に保たれています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・家庭系、事業系ともに、３Ｒの考えが浸透し、ごみの排出量の減少と再資源化が進んでいます。 

・脱炭素型の社会経済活動への転換が進み、温室効果ガスの削減が順調に進んでいます。 

・市民一人一人が環境保全に高い関心を持ち、省エネルギーの取組や環境学習・環境美化活動への

参加など、自ら地球に優しい行動を実践しています。 

・環境問題に関するイベントや活動が活発化し、環境美化活動等に主体的に取り組む事業者、市民

活動団体等が増えています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・近年、ごみの排出量は横ばいで推移しており、特に、事業系一般廃棄物の排出量が減少しておら

ず、資源の消費や廃棄物の発生を抑制し、資源の循環的な利用を一層促進していく必要があり

ます。 

・また、地球規模での気候変動による影響が、今後も一層深刻化していくことが懸念される中、当

市においても再生可能エネルギーの普及など、脱炭素社会への転換に向けた具体的な取組の加

速化が求められています。 

・さらに、再生可能エネルギーの設置・開発に当たっては、近隣住民とのトラブル、自然環境や景

観の破壊、防災上の問題等が全国的に発生しており、これらを未然に防止し、適地を確保してい

くためのルールづくりが必要となっています。 

・このほか、環境保全に向けた活動や啓発に取り組む環境団体では、担い手の高齢化から後継者の

確保・育成が課題となっています。 

 

・このことから、ごみの減量と再資源化を一層推進するとともに、環境負荷の低減につながるエネ

ルギーの利用促進に取り組みます。 

・また、環境団体等と協働し、環境について学び、考え、行動することができるきっかけづくりを

進めるとともに、団体を担う新たな人材の育成に取り組みます。 

 

 

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）ごみの減量とリサイクルの推進 

・限りある資源を効率的に利用し、新たな原材料の投入抑制と廃棄物の発生を抑制するため、情

報発信等の普及啓発を推進し、ごみ減量とリサイクル推進を図ります。 

・資源ごみを含めた一般廃棄物の処理について、時代に即した分別、処理方法などの情報収集、

研究を継続的に行い、適正処理に必要な施設の計画的な維持管理や整備等に取り組みます。 

 

（２）省エネルギー化の推進 

・市民、事業者、行政が一体となって、日常生活や事業活動の中で省エネルギー化の取組を実践

していくための意識高揚や情報提供、導入等に対する支援を行います。 

 

（３）再生可能エネルギーの普及 

 ・多様な再生可能エネルギーの導入を促進するため、公共施設への太陽光発電等の導入や公用

車の電動化を率先して進めるとともに、市民・事業者への情報提供や連携体制の構築、最新の

技術や仕組みの調査研究、導入等に対する支援に取り組みます。 

・自然環境や生活環境と調和した再生可能エネルギーの導入を促進するためのルールづくりに

取り組みます。 

 

（４）環境学習と保全活動の推進 

 ・市民一人一人の環境保全に対する意識を高め、具体的な行動につなげていくため、様々な媒体

を活用した情報発信や、環境に関する学習の機会を提供します。 

・環境問題に取り組む担い手の輪を拡大し、目に見える形での活動を展開していくため、環境団

体と行政・事業者・地域住民、環境団体同士の連携を促進します。 

・地域の生活環境や自然環境の美化を図るため、全市クリーン活動等の様々な環境美化活動を

推進するとともに、市民や事業者等の主体的な取組を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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３－１－１ 人権・多様性の尊重 

 

▸ ありたい姿 

恒久平和の願いが共有され、門地、性別、年齢、国籍、障害の有無などに関わらず、全ての人が認

め合い、互いを尊重しながら、自分らしく生きることができる、誰一人取り残されない社会となっ

ています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・市民一人一人の基本的人権が尊重され、人権侵害が解消されています。 

・戦争体験等が伝承され、平和の尊さが共有されています。 

・様々な場面で外国人市民の受入れ環境が整うとともに、国際交流を担う次代の人材が育成され

ています。 

・ユニバーサルデザインに基づいたハード面の整備が進むとともに、相手の立場に立った思いや

りのある行動をとる心のユニバーサルデザインの考えが市民に浸透しています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・近年、全国的に、インターネットや新型コロナウイルス感染症、性的マイノリティに関する人権

侵害といった新たな課題が表出しています。 

・そのような中、当市においては、市民意識調査の結果から、市民の人権意識は着実に高揚してい

るものの、同和問題においては、いわゆる「寝た子を起こすな」論や解決を他者に依存する風潮

が見られます。 

・また、国際紛争が勃発する中、市内の戦争体験者の減少に伴い、戦没者の遺品等の戦争関連資料

が失われていくことや記憶が風化していくことが懸念され、更なる資料の収集や保存が課題と

なっています。 

・このほか、人口減少を背景に、労働者を中心とした外国人市民が増加しており、市内で暮らす外

国人が安心して暮らせる環境づくりが求められています。 

 

・このことから、人権尊重や非核平和等に関する意識啓発を一層推進するとともに、地域の一員と

して外国人市民が活躍できる環境づくりや、誰もが安心して快適に暮らしていくためのユニバ

ーサルデザインの推進に取り組みます。 

 

 

 

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）人権・非核平和の推進 

・市民や企業等の人権・同和問題に対する関心や理解を深め、憲法で保障される基本的人権を守

るため、市民セミナーや企業研修会を開催するとともに、人権教育や同和教育の実践を積み重

ねるほか、教職員に対して現地学習の機会を提供します。 

・恒久平和の実現に向け、市民に過去の戦争の悲惨さや平和の尊さを伝えるため、平和学習や平

和展の開催、平和記念公園を中心に平和啓発に取り組みます。 

 

（２）多文化共生の推進 

・外国人市民が社会生活で抱える様々な課題を解消するため、関係団体と連携し、情報提供や相

談対応等の支援を行います。 

・互いの文化や風習等の違いを理解し、安心して暮らせる環境を整えていくため、多様な言語ツ

ールを活用した情報伝達のほか、国際理解のための啓発活動に取り組みます。 

・多文化共生社会の実現を図るため、国際交流協会と連携し、海外の友好都市との交流などを通

じて、国際感覚が豊かな人材を育成します。 

 

（３）ユニバーサルデザインの推進 

 ・障害の有無や年齢、性別、言語の違いに関わらず、誰もが安全に安心して快適に暮らしていけ

るよう、市の施設へのユニバーサルデザインの反映と事業者への普及・啓発を行います。 

・ハード面の整備を補完する意図からも、多様な人がいることを前提とした思いやりや助け合

いの精神を育む、心のユニバーサルデザインを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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３－１－２ 男女共同参画の推進 

 

▸ ありたい姿 

性別にとらわれず、社会のあらゆる場面において一人一人の意欲と個性が発揮される環境や支援

体制が整い、平等に多様な活躍ができる社会が形成されています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・あらゆる分野・あらゆる世代において、性別による固定的役割分担意識の解消や女性参画・女性

活躍の推進に向けた市民の意識が醸成されています。 

・市民・企業向けの各種講座が多く開催されるなど、男女共同参画社会を推進する団体活動が活発

になっています。 

・女性相談窓口の認知度や相談員のスキル向上、関係機関との連携の強化が図られ、相談者への迅

速・適切な支援が行われています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・近年、社会的な潮流として、市民の男女共同参画に対する意識は高揚しているものの、性別によ

る固定的役割分担意識などは根強く残っていることから、男女共同参画に関する活動のすそ野

を広げていくためには、多くの幅広い人たちが問題意識を持ち、男女共同参画の必要性を理解

することが求められます。 

・また、女性の社会進出の進展により、就業や生活など様々な場面において、新たな問題の発生や

課題の複雑化・多様化が懸念されています。 

 

・このことから、性別にかかわらず、人権を尊重し、誰もが自分らしく生き、活躍できる男女共同

参画の実現に向け、市民等の意識啓発に取り組むとともに、誰もが性別に捉われず家庭や社会

で活躍できるよう支援に取り組みます。 

 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）男女共同参画意識の向上 

・性別に関わらず互いの人権を尊重し、個人が持つ個性や能力を十分に発揮できる男女共同参

画社会の実現に向け、幅広い分野の多くの人たちに向けて意識啓発を行います。 

 

（２）女性活躍・女性参画の促進 

・女性の経済的自立や人材育成など職業分野に限らず、あらゆる分野において男女共同参画の

視点を持って女性の活躍促進に取り組みます。 

・性別に捉われず、家庭や社会で活躍できるよう、ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組み

ます。 

 

（３）相談支援体制の充実 

 ・女性相談窓口の周知を図り、市民が気軽に相談できる場を提供します。 

・相談内容の複雑化・多様化に対応するため、関係機関と連携・協力した対応体制の強化に取り

組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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３－１－３ 若者が活躍できる環境づくり 

 

▸ ありたい姿 

若者一人一人の夢や希望をかなえるためにチャレンジできる環境が整い、若者同士の交流から新

たな出会いやアイデアが生まれ、まちづくりの主体として活躍しています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・若者が自らの夢や希望を叶えるために挑戦しようとする機運が高まっています。 

・学生や若者の「ふるさと上越」への理解と愛着が高まる中で、若者同士の交流による新たな出会

いやまちづくりの取組が生まれています。 

・若者や市外に居住する子育て世帯等の UIJ ターンに向けた関心が高まっています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・当市においては、10 代後半から 20 代前半にかけて、進学や就職を機に市外へ転出する若者が多

く、また、若年層の女性の減少や婚姻率の低下、晩婚化により出生数が減少していることなど、

様々な要因が複合的に重なり合う中で人口減少が進行しています。 

・また、市内では、高齢化や人口減少の影響により、まちづくりの様々な分野において担い手不足

が顕在化していることから、若者世代が希望を叶えることのできる環境を整え、その活力をま

ちづくりにいかしていくことが求められています。 

 

・このことから、若者が多様化するニーズやライフスタイルに応じ、幅広い選択肢の中から希望す

る人生を歩むことがきるよう、若者の定住や経済的負担の軽減など、生活の支援に取り組むと

ともに、学生や若者の交流機会の創出やまちづくりへの参画の促進を進めます。 

 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）生活支援の充実 

・公共交通機関を利用して市外の大学等に通学する学生に対し、通学費を奨学金として貸し付

けます。 

・市内で生活する若者に対し、各種奨学金の返済を支援する取組を検討します。 

 

（２）交流機会の創出 

・市内に在住・在学する高校生に対し、まちの魅力を知ってもらう機会を創出することにより、

「ふるさと上越市」への理解と愛着を深めます。 

・将来的な Uターンに向け、SNS を通じて当市の魅力や子育て環境、仕事に関する情報発信を行

います。 

・意欲ある若者の人材発掘・育成と若者のまちづくりへの参画に向けて、活動の活性化を図るた

め、若者同士の交流を促進します。 

・若者の結婚を支援するため、意識啓発や相談支援、出会いの場の提供などの取組を検討しま 

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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３－２－１ コミュニティの充実 

 

▸ ありたい姿 

人と人、人と地域のつながりが育まれる中で、行政のみならず、市民、事業者、団体などがまちづ

くりの主役として、地域で抱える課題を「自分事」として捉えて行動し、地域の暮らしの安心感や活

力が高まっています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・市民が地域に誇りと愛着をもって地域のために活動し、生活の質の向上や満足感の高揚が図ら

れています。 

・町内会を始めとする地域コミュニティ組織や地域で活動する市民団体が、地域の課題解決や地

域振興に向けて、主体的に活動しています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・人口減少や少子高齢化の進行などにより、地域の活動を企画、実行する人材や団体等の担い手が

減少する中、地域の防災や福祉、生活環境などにおいて様々な課題が顕在化しています。 

・また、核家族化の進行や SNS などの多様なツールの発展に伴うライフスタイルの変化により、

地域や町内会のつながりが希薄化し、中山間地域等において住民同士の支え合い体制の維持が

困難になってきています。 

・このほか、地域自治の仕組みの下、地域自治区単位で住民同士の支え合いや活気を生み出す活動

が展開されていくことが期待されているものの、活発な活動は一部の地域に留まるなど、市全

域への広がりは限定的となっています。 

 

・このことから、地域主体のまちづくりや課題解決を行う力の向上に向け、地域を担う人材の育成

や、地域自治の推進、地域の実情に合った活動の推進に取り組みます。 

 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）地域を担う人材育成 

・地域に愛着や誇りを持ち、意欲を持って活動する人材・担い手を継続的に確保するため、先進

的な取組を行っている人や団体、関係機関等と連携し、その各取組の成果・魅力を発信すると

ともに、関心や意欲を持つ人への相談や学習機会の提供等により能力・技術の向上を支援する

ほか、取り組む人同士のネットワークづくりなどを進めます。 

・地域住民や関係者とともに課題解決等に取り組む人材を地域おこし協力隊員として採用する

など、地域に根付き、力になってくれる人材を誘致・育成します。 

 

（２）地域自治の推進 

・地域特性を踏まえた自主自立のまちづくりに向け、市民と行政が協力し、全国の先進事例を学

びながら、上越らしい地域自治のあり方を研究し話し合っていく中で、身近な地域の課題をよ

り良い形で解決するための仕組みづくりに取り組みます。 

 

（３）地域コミュニティ活動の活性化 

 ・地域コミュニティ組織の活動を活発にするため、町内会等に対し課題解決や活性化に関する

話し合いを働きかけるなど、地域の主体的な活動を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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３－２－２ 多様な市民活動の促進 

 

▸ ありたい姿 

個人やボランティア団体などの多様な主体がそれぞれの強みを出し合い、積極的にまちづくりに

関わり、様々な活力や新たな価値を生み出しています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・多様な各主体が連携・協働し、地域の課題解決に向けた活動が行われています。 

・地域や社会を良くしたいと思い行動する人やボランティアに参加する人が増え、市民団体の活

動も活発になっています。 

・市政情報を様々な媒体を通じて適時適切に市民に伝え、また、市民も欲しい時に望む方法で入手

できる環境が整っています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・近年、少子高齢化の進行や定年年齢の延長等に伴い、市民活動団体の担い手が減少し、活動の停

滞が見られています。 

・また、個人の生活の利便性が高まり、不自由さが解消される中、地域での支え合いの必要性が減

少しており、地域の課題を自分ごととして捉えにくい環境になってきています。 

・さらに、市民が地域の課題を知り、行政や様々な主体とともに話し合い、協働・連携して取り組

む機会も限られたものとなっています。 

・このほか、市政情報の伝達においては、スマートフォン等の情報端末の普及により、直接市民に

届ける仕組みが整う一方で、その所有や情報リテラシーの有無により、市民の間で情報格差が

生じています。 

 

・このことから、市民をはじめ、NPO や市民活動団体など、様々な主体のアイデアと力を持ち寄り、

それぞれの役割の下、連携・協働によるまちづくりを推進していくため、市政情報の提供や市民

対話を時流に合った手法で実施するとともに、市民活動への支援や携わる人材の確保・育成に

取り組みます。 

 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）市民活動の支援 

・市民が自主性と主体性を持ち、身近な分野の公共的な課題を解決する行動を起こしやすいよ

う、市民活動やボランティアに関する情報の収集・発信・コーディネートなどにより、参加す

る人の裾野を広げるとともに、様々な市民活動の促進を図ります。 

・地域を挙げて地方創生を推進するため、民間団体や事業者等による先進的な取組を支援しま

す。 

 

（２）市民参画と協働・連携の推進 

  ・市民や市民活動団体による公共的な課題の解消に向けた取組に対して、必要に応じて協働や

連携の手法が適切に用いられるよう、市民と行政双方が意見交換しやすい環境づくりを進め

ます。 

・各広報媒体の特性をいかし、効果的に組み合わせながら、市政情報を必要とする市民へ適時適

切に発信するとともに、広聴の取組を推進することにより、市民と市政に関する情報の共有化

を図り、市民がまちづくりに参画しやすい環境づくりを進めます。あわせて、把握した市民の

意見やニーズを基に、市の施策の立案や改善につなげます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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３－２－３ つながりの創出・拡大 

 

▸ ありたい姿 

地域住民のみならず、個人、企業、大学といった、多様な主体による支え合いによって、地域の暮

らしと文化が継承されるとともに、その関わりを通じて、地域に愛着や誇りを感じ、当市を好きに

なる人や応援する人、移住する人が増えています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・多様な主体のかかわりと支え合いによって、地域の課題解決や活性化が図られ、地域の暮らしや

すさが向上しています。 

・上越市の魅力や住みやすさを認識し、就職や結婚、出産などを契機にＵＩＪターンする若者や子

育て世帯が増えています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・市では、家族や地域を軸とした人と人、人と地域コミュニティのつながりの強化に取り組んでき

たものの、人口減少や少子高齢化社会の急速な進行により、まちづくりの各分野において、担い

手不足が顕在化しています。 

・また、地域においては行政サービスだけでは対応できない生活上の課題が発生していることか

ら、地域住民のみならず、地域外の個人、企業、大学などといった多様な主体が関わり、支援す

る体制の充実が求められています。  

・さらに、コロナ禍を機に、テレワークをはじめとした働き方の変化やライフスタイルの多様化が

進み、地方移住の関心が高まっているものの、当市においては、人口の流入を強く実感できる状

況には至っていません。 

 

・このことから、地域住民のみならず、多様な主体による支え合い体制の強化や地域と関わる機会

の充実に取り組むとともに、地域と一体となって当市ならではの暮らしの魅力の発信や移住し

やすい環境づくりを進め、移住定住の推進を図ります。 

 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）支え合い体制の強化 

・中山間地域における地域貢献活動に賛同する企業や団体など多様な主体が参加する中山間地

域支え隊を派遣し、集落への労力支援を行います。 

・集落づくり推進員が集落を巡回し、地域住民と将来像を話し合いながら、把握した課題の解決

に取り組みます。 

・地域社会は地域で支えるという意識を高め、前期高齢者が後期高齢者を支える仕組みづくり

に取り組みます。 

 

（２）関わりの創出・拡大 

・大学が有する専門的な知見と学生の活力を地域の課題解決と活性化につなげるため、市内外

の大学と地域との連携に取り組みます。 

・ニーズを捉えた地域特性をいかした体験プログラムの造成を行い、ものづくり体験や農業体

験等の受入れ環境を整備するとともに、関東、関西、近隣他県等の旅行会社や学校団体等への

営業活動に取り組みます。 

 

（３）移住定住の推進 

 ・地域住民や関係者とともに課題解決に取り組む人材を地域おこし協力隊員として採用し、様々

な活動を通じて集落の活性化に取り組みます。 

・当市が移住先として選ばれるよう、ＳＮＳを活用し、地域の魅力や充実した子育て支援策等を

広く発信するとともに、丁寧な相談対応や支援制度等の活用により移住を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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４－１－１ 地域に根付く産業の活性化 

 

▸ ありたい姿 

地域に根差した産業の特徴や強みが新技術の活用などによって発揮され、生産性の向上や新たな

付加価値の獲得につながり、さらなる投資や雇用が生み出される好循環が生まれ、地域経済が成長、

発展しています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・地域内の企業同士の取引が増え、域内循環が増えるとともに、災害や経済危機に左右されない変

化に強い企業が増えています。 

・東京など関東圏に販路を拡大し、外貨を獲得する企業が増えています。 

・商店街では、魅力や特色ある個店が数多くあり、歴史や文化、人的資源をいかした街並みが形成

されされています。 

・IoT や AI、ローカル 5G などの技術革新を導入するモデル企業が増え、市内企業の設備投資が活

発化しています。 

・生産設備の自動化や半自動化のための設備投資が行われ、労働力不足による経営状況の悪化や

事業継承の課題が解消されています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・人口減少や少子高齢化の進行、脱炭素化やデジタル化の加速など、社会経済情勢が目まぐるしく

変化する中、市内企業では労働力不足の解消や競争力強化、事業継承ヘの対応などの多様な課

題が顕在化しており、持続可能な事業経営に向けた支援が求められています。 

・また、高田・直江津の中心市街地においては、郊外型大型店の出店やインターネットを利用した

宅配・通販サービスの普及などにより、空き店舗の常態化や賑わいの低下が見られます。 

 

・このことから、地域に根付した産業の活性化に向けて、企業、行政、商工関係団体、金融機関等

の関係団体が連携し、地域内での取引の増加や市外販路の拡大、不足する IT 人材や技術職の確

保・育成など、企業が社会経済情勢の変化に柔軟に対応していけるよう支援していきます。 

 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）工業の活性化 

・企業の設備投資を促進するため、奨励措置による支援を行うとともに、企業訪問や関係機関と

の連携を通じ、国や県等も含めた支援制度の周知と情報収集に取り組みます。 

 

（２）商業の活性化 

・高田・直江津の中心市街地の商店街において、意欲ある商店主・創業者・小規模企業者・中小

企業者等が始める新たなビジネスや、商店街全体や個店の魅力を高めるための積極的な挑戦

を支援します。 

・中小企業者・小規模企業者等による売上げや固定客の増加に向けた主体的な取組を支援し、地

域の商業・サービス業や商店街の活性化を図ります。 

 

（３）中小企業・小規模企業の振興 

・ものづくり企業等に対し、産学連携や企業間連携のコーディネート等を行うほか、新分野への

参入や、新技術・新製品の開発、ＤＸの導入・活用によるものづくり企業の高度化等を推進す

る。 

・ものづくり企業等の優れた工業製品及び特産品を認証し、官民一体となってＰＲ等を行うほ

か、市場や消費動向等が刻々と変化する特産品について、専門家の助言に基づく商品の磨き上

げや販路開拓の取組を支援する。 

 

（４）企業・人材の育成支援 

 ・ものづくり企業等の人材育成を支援するため、ＤＸの推進や技術力の向上に資する研修への

参加などを支援します。 

・地域に根差した酒造りの担い手の育成と伝承を図るため、上越地区酒造研究会が行う取組を

支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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４－１－２ 企業立地・物流拠点化の推進 

 

▸ ありたい姿 

陸・海の広域交通網の優位性をいかし製造業や物流企業をはじめ、新しい技術・サービスを提供

する先進企業が立地するとともに、直江津港の物流やエネルギー港湾としての拠点性が高まり、地

域経済の活力が生まれています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・広域交通網をいかした製造業や物流業を中心とした企業立地により、地域の総生産額の向上と

働く場の確保が図られています。 

・直江津港において、貨物や LNG（液化天然ガス）等の取扱いや、港の後背地の企業による利用が

増え、企業の生産、流通、商業活動が活性化しています。 

・脱炭素社会の実現に向け、エネルギー港湾である直江津港の特徴を生かしたカーボンニュート

ラルの取組が民間企業と共に進められ、水素や燃料アンモニアの利活用の実証実験が行われ、

港の競争力が高まっています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・市内の産業団地では、分譲が順調に進む一方で、企業の投資意欲の高まりに対応した、一団の工

業適地の提供が困難な状況になっています。 

・また、直江津港では、韓国釜山港をハブとした全世界への物流ネットワークを構築しているもの

の、便数の少なさや仕向け地への直行便がないことに伴い、企業から利用を敬遠される場合も

見受けられます。 

・他方、多くの企業がリスク分散の観点から地方都市に進出する流れがある中、災害や大規模停電

など非常事態の際に、太平洋側の港湾の代替港としての利用拡大が期待されています。 

 

・このことから、企業立地の推進に向け、広域交通網の結節点である立地特性などをいかした企業

の誘致や、新たな工業団地の確保に取り組むほか、直江津港の利用促進等により拠点性の強化

を図ります。 

・また、企業の業務拡大の機会にあわせ、迅速に対応するためにも、新たな工業団地の確保に取り

組みます。 

 

 

 

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）企業立地の推進 

・広域交通網の利便性を最大限にいかしつつ、社会経済情勢を見据えた中で、ターゲットとする

業種や業態を絞り込み、地域経済にとって好影響・好循環をもたらす企業の誘致に取り組みま

す。 

・企業立地の受け皿となる工業用地の確保に向けた取組の一つとして、新規立地を希望する企

業ニーズに即応できるよう新たな工業団地の整備に向けた検討を進めます。 

 

（２）直江津港の拠点性の強化  

・貨物量の更なる利用促進に向け、他港を利用する企業の直江津港への切替や後背地の企業へ

のセールスを強化します。 

・仕向け地の増加による港の利便性向上を図るため、港湾管理者と連携し、船会社へのセールス

を行うとともに、冷蔵・冷凍貨物など、現状の直江津港で取扱いが少ない貨物に対応するため

の港湾整備に取り組みます。 

・脱炭素化に向けたカーボンニュートラルポートの取組や、水素や燃料アンモニアによる利活

用の実証実験が積極的に行われるよう、環境づくりに取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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４－１－３ 新産業・ビジネス機会の創出 

 

▸ ありたい姿 

新産業・成長産業の創出や、若者、女性等による起業・創業などにより、産業の魅力と活力が高ま

っているとともに、国内外との経済交流により、市内企業が全国、世界に事業を発展させています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・ＩＴ企業や先進企業等による拠点が開設され、幅広い世代が求める多様な働く場が確保されて

います。 

・首都圏等にある企業のサテライトオフィスの立地が増えています。 

・新たな産業の創出やビジネス機会の創出につながる経済交流が活発に行われています。 

・海外市場に活路を見い出し、販路拡大を通じて、外貨を獲得する企業が増加しています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・若者の県外流出に歯止めがかからない中、若者や子育て世代が当市に戻ってきやすい環境を整

備するため、多様な働く場を確保する必要があります。 

・また、社会のデジタル化が加速し、AI（人工知能）や IoT（インターネット・オブ・シングズ）

等の先端技術や新しいサービスが生まれ、あらゆる産業や生活分野の高度化・高付加価値化に

寄与していることから、そのような新産業・成長産業を市内で創出し、地域経済を活性化してい

くことが求められます。 

・さらに、今後、人口減少が進み、国内市場の縮小は避けられないことから、企業の事業継続や発

展に向け、海外での新たな市場開拓を後押ししていくことが求められます。 

 

・このことから、IT 企業や先進企業等による新産業や成長産業の創出・育成に取り組むとともに、

若者や女性等にとっても起業・創業しやすい環境づくりを進めるほか、新たなビジネスチャン

スの獲得に向け、企業による国内外への販路拡大の取組を支援します。 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）新産業・成長産業の創出 

・上越妙高駅周辺を中心にＩＴ企業や先進企業等の誘致に取り組むとともに、進出企業と市内

の既存企業の交流と連携を促進し、地域経済の活性化と多様な働く場の創出につなげます。 

 

（２）起業・創業の支援 

・産業の新陳代謝を進めながら民間活力を高めて行くため、商工団体や金融機関と連携し、国・

県等の支援策の活用を図りながら、新規産業のみならず、第二創業や事業継承に伴う経営革新

に対する支援を行います。 

・起業・創業の意欲が旺盛な若者や女性のほか、ＵＩＪターン者等による自らの経験をいかした

創意工夫に満ちた起業・創業を促進するため、各種相談や交流の機会を創出するなど、起業・

創業しやすい環境を整えます。 

 

（３）販路拡大の促進 

 ・国内外やオンラインで行われる展示会等に出展する市内のものづくり企業等を支援します。 

・市内のものづくり企業等の受注機会の拡大や連携を支援するため、各企業等が保有する技術・

設備等の情報を発信するホームページを運営します。 

・市内企業の海外展開に対し、貿易関係団体等と連携しながら、的確な情報提供や支援を通じ

て、企業の海外展開を後押しします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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４－１－４ 雇用機会の拡大と就労支援 

 

▸ ありたい姿 

全ての市民が、それぞれのワーク・ライフ・バランスに合う多様な働き方を実践しながら、誇りや

やりがい、向上心を持って仕事をしています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・市内の企業に魅力を感じて就労し、地元に定着する若者が増えています。 

・市民一人一人のワーク・ライフ・バランスに応じた働き方が定着しています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・少子高齢化等により生産年齢人口の減少が深刻化していることから、女性や高齢者、障害のある

人、外国人市民などの多様な人材が活躍できる就労機会の拡大と就労支援に取り組む必要があ

ります。 

・特に、若者の県外流出に歯止めがかからず、市内の中小企業・小規模企業の人手不足の状況は、

厳しさを増しています。 

・また、働き方の多様化が進む中、性別・年齢に関わらず、ワーク・ライフ・バランスが実現され、

誰もが生き生きとやりがいをもって働くことのできる魅力ある職場づくりが求められています。 

 

・このことから、関係機関、企業等との連携を強化し、若者の地元定着率や勤労者を取り巻く雇用

環境の向上に取り組むとともに、職業訓練等を通じた職業能力の向上や人材育成に取り組みま

す。 

 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）地元企業の認知度向上 

・学生や保護者に対し、企業見学会や説明会等を通じて、地元企業を知る機会を提供するほか、

企業の就職等に関する情報を発信し、インターンシップの実施を支援することにより、市内企

業への就職を促進します。 

 

（２）雇用環境の向上 

・ライフスタイルや価値観の多様化に応じたワーク・ライフ・バランスの実現に向け、市内事業

者等への制度周知や意識啓発に取り組みます。 

・勤労者の健康維持と余暇活動の充実を図るため、福利厚生サービスの提供を行います。 

 

（３）職業能力の習得・向上 

 ・技能労働者に対する職業訓練の場を提供し、就職に役立つ資格取得を促すなど、技術・技能の

向上を支援します。 

・自立支援が必要な若者などに対し、関係機関と連携して相談や支援の強化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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４－２－１ 観光振興の強化 

 

▸ ありたい姿 

当市ならではの豊かな風土や食、歴史・文化など、磨かれた地域資源やおもてなしにより、多くの

人が年間を通じて訪れて楽しみ、市民も自慢できる観光地となっています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・市民が地域への愛着や誇りを持って観光振興の取組に参画し、観光コンテンツや来訪者の受入

れ環境が充実しています。 

・周辺自治体と連携した情報発信により、国内外の観光客が継続的に当市を訪れています。 

・市内観光の回遊性が高まり、観光客の滞在時間が増加しています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・当市における観光は、季節イベント型の観光に偏る傾向があり、来訪者が市全体の魅力を感じら

れる仕組みが整っていないため、地域の豊かな観光資源を組合せ、通年において来訪者の増加

や周遊による消費につなげていくことが求められます。 

・また、「佐渡島の金山」の世界文化遺産への推薦や北陸新幹線の敦賀延伸を交流人口拡大の好機

と捉え、新潟県の西の玄関口として観光客を呼び込み、市内観光へつなげていく必要がありま

す。 

・加えて、インバウンドや個人旅行など、旅行ニーズの多様化やアフターコロナの観光需要の動向

を踏まえ、観光客の利便性や満足感の向上に資する受け入れ態勢等を整えていくことが課題と

なっています。 

 

・このことから、市民が地域への愛着や誇りをもって観光振興に取り組む気運を醸成し、参画を促

すとともに、事業者や周辺自治体との連携を強化し、広域的な周遊観光を推進するほか、市内観

光スポットの回遊性の向上などに取り組み、当市ならではの魅力的な観光地域づくりを進めて

いきます。 

 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）当市ならではの観光地域づくり 

・地域の誇りと愛着、一体感を育み、多様な交流の機会を創出する各種イベントの支援に取り組

みます。 

・高田・直江津・春日山の 3つのエリアを柱に、地域で育まれてきた歴史や文化、景観等をいか

して、年間を通じて来訪者を受け入れる環境づくりに取り組みます。 

・市民や事業者の観光マインドの醸成を図りながら、魅力ある地域資源を活用し、多様化する旅

行者のニーズを捉えた観光コンテンツの提供や受入れ態勢の充実に取り組みます。 

 

（２）広域交通網をいかした広域周遊観光の推進 

・広域交通網をいかした誘客を促進するとともに、広域的な周遊・滞在交流型観光の促進に向

け、事業者や周辺自治体と連携の下、都市間の魅力的な観光資源を有機的に結び付け、周遊で

きる観光ルートの設定やプロモーション活動に取り組みます。 

 

（３）市内の回遊性の向上 

 ・上越観光ＮａｖｉやＳＮＳ等を通じて、当市ならではの観光コンテンツやイベント等を効果

的に組み合わせて発信するとともに、各地をストレスフリーに移動・周遊できる環境の整備

に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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４－２－２ シティプロモーションの推進 

 

▸ ありたい姿 

当市の魅力が市内外に広く伝わり、関心や興味、愛着が高まる中で、「住み続けたいまち」「訪れた

いまち」として当市が選ばれ、多くの人々を呼び込み、まちに賑わいがあふれています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・ふるさとを誇りに思い、「上越市が好き」、「上越市に住み続けたい」という市民が増えています。 

・当市の様々な魅力が市民ぐるみで発信され、上越市に行ってみたい、住んでみたいという人が増

えています。 

・上越市を応援したい人や企業が増え、関係人口やふるさと納税額が増加し、地域課題の解決につ

ながっています。 

・大規模なイベントやコンベンションが多数開催され、多くの人が当市を訪れています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・当市には、四季折々の豊かな自然や雪国ならではの歴史・文化、さらには、米や酒を始めとする

農林水産物や加工品、独創的な技術を用いた工業製品など、全国や世界に自信を持っておすす

めできる魅力があまた存在しています。 

・しかしながら、情報化社会において様々な情報があふれ、また、人々の価値観や趣味が多様化す

る中、これらの当市の資源や産品が広く認知されているとは言えない状況にあります。 

・また、近年、人口減少・少子高齢化の進行や進学・就職に伴う若者世代の市外転出、事業者数の

減少などにより、まち全体の活力の低下が懸念される中、当市の様々な魅力をアピールするこ

とで、市内外から興味や関心を集め、交流・関係人口や移住者の増加、企業の立地や域外からの

所得獲得につなげていくことが必要です。 

・さらに、市内においては、まちの魅力に気づき、愛着と誇りを持って住み続けたいと思う市民を

増やしていくことが求められています。 

 

・このことから、一つ一つの地域資源の発掘・磨き上げにより、差別化を図り、付加価値を高めて

いくとともに、それらの魅力を市民も一体となって積極的に発信し、相乗効果を発揮させてい

くことで、当市の魅力やイメージが全体として高まっていく姿を目指します。 

 

 

 

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）市内外に向けた情報・魅力発信の推進 

・一つ一つの資源や産品を、産業振興や地域振興等の取組と連携を図りながら磨き上げ、その魅

力や活動を市の広報やホームページ、SNS、パンフレット等で積極的に発信するほか、市民や

民間にも参加・協力してもらい、様々な媒体を通じて市内外へ効果的に発信することで、認知

度やイメージの向上に取り組みます。 

・交流人口や関係人口の拡大に向け、観光入込数や消費額等の統計データに加え、来訪者の行動

情報を収集・分析し、情報発信の目的やターゲットを明確にした上で、ニーズを捉えた実効性

のある情報発信に取り組みます。 

・様々な産品の需要を高め、市内事業者の販路拡大を図るとともに、当市の魅力発信や交流人口

の拡大、地域の活性化につなげるための有効な仕掛けとして、ふるさと納税制度を積極的に活

用していきます。 

・市外の企業に対し、企業版ふるさと納税制度の活用を PRし、当市のまちづくりに対する理解

と応援を促進していきます。 

 

（２）各種コンベンション等の誘致 

・北陸自動車道と上信越道の 2本の高速道路や、敦賀まで延伸する北陸新幹線や地方鉄道など、

広域的なアクセスの利便性を強みとしながら、民間事業者との連携の下、交流人口の拡大に向

け、各種コンベンションやスポーツ大会等を誘致するとともに、開催の支援に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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４－３－１ 農業の振興 

 

▸ ありたい姿 

地域の特色や生産者のこだわりをいかした上越らしい農業が確立しているとともに、水稲と園芸

等との複合経営が進み、所得の向上が担い手の確保・育成につながる好循環が生まれ、魅力ある持

続可能な農業経営が実践されています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・魅力ある当市の農業が市内外に広く認知され、担い手が継続的に確保されています。 

・農地の集積・集約化や生産コストの削減による農業経営の安定化が図られています。 

・農産物や農産加工品の評価の向上と販路拡大により農業所得が向上しています。 

・中山間地域において、担い手・後継者が確保され、農業生産活動が継続するとともに、所得の確

保につながる高付加価値農業が実践されています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・近年、農業生産活動は、食の安全性や食料の安定供給、持続的発展や地球環境の保全との両立が

強く求められる一方で、米消費の減少や米価の下落等により、水稲単作が多い当市の農業者の

経営は一層厳しい状況を迎え、さらには、農業者の高齢化や後継者不足により、地域農業の維持

が困難となり、農地の荒廃が懸念されています。 

・特に、中山間地域においては、急傾斜地に不整形の水田が点在していることや、安定した水利が

確保できないなど生産条件が不利なことから、担い手・後継者の確保がより厳しく、荒廃農地の

拡大や農業用施設を維持する共同作業体制の継続が困難となっています。 

・このほか、イノシシによる農作物被害が平野部まで拡大し、有害鳥獣捕獲活動や鳥獣被害対策実

施隊活動において、猟友会と実施隊員の負担が増加しています。 

 

・このことから、農業の生産性や所得の向上に向けた取組を強化するとともに、集落営農による組

織化や法人化の促進、市内外からの新規就農者の確保など、多様な担い手の参画を促していく

ほか、鳥獣による農作物の被害の防止に取り組みます。 

 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）担い手の確保・育成 

・新規就農者の確保に向けて、様々な就農イベントや農業体験、SNS 等を活用し、当市の魅力あ

る農業と暮らしに関する情報を発信するほか、関係機関と連携し、就農前の準備や営農指導、

生活のサポートまでを一貫して対応する受入態勢を継続していきます。 

・中山間地域において、担い手や後継者が安心して就農することができるよう、平野部との生産

条件格差を是正するための措置を積極的に講じるほか、半農半Ｘの推進や意欲的な農業者の

取組を支援します。 

 

（２）生産基盤の強化・充実 

・安定した農業経営と所得の確保を図るため、生産性向上に資するほ場の整備や農業用水路等

の長寿命化を推進します。 

・中山間地域農業が将来にわたって維持できるよう、地域の話合いにより共有された将来像の

実現に向けた地域主体の各種取組に対し、関係機関・団体とともに伴走的に支援します。 

・有害鳥獣対策には、ICT やドローン技術等を活用したスマート捕獲を推進し、猟友会と実施隊

員の負担軽減を図るとともに、高齢化する猟友会会員の世代交代を見据え、若年層を中心に新

しい人材を確保・育成します。 

 

（３）農業の収益性の向上 

 ・所得の向上と経営の安定を図るため、需要に応じた米生産を進めるほか、デジタル技術を活用

したスマート農業の推進による生産コストの削減や、園芸を始めとする高収益作物や畜産と

の複合経営、有機農業等の環境保全型農業の促進などに取り組みます。 

・農業者が加工・販売までを手がける 6次産業化への支援とあわせ、農商工連携を推進し、農産

物の魅力を高めるとともに、農業所得の向上につなげます。 

・農産物等の販売力の強化に向け、農業者が自ら取り組む販売促進活動を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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４－３－２ 林水産業の振興 

 

▸ ありたい姿 

豊かな恵みをもたらす森林、水産資源が適切に保全・活用され、多面的な機能の維持増進が図ら

れているほか、ICT 技術等の活用を通じて、生産性や収益性の向上が図られ、森林、水産資源を安定

的に供給できる持続可能な生産体制が整っています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・森林整備が促進され、山地災害の防止や水源涵養、木材生産等の森林が有する多面的機能が発揮

されています。 

・林業者の経営が安定的かつ効率的に行われ、林業の担い手が確保されています。 

・水産資源の保護・活用により収益性が向上し、水産業の担い手が確保されています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・林業では、市内の林野面積の 4 分の 1 を占める人工林を中心に利用期を迎えつつある中、過疎

化や高齢化の進行から担い手が不足するとともに、長期的な木材価格の低迷により、所有者の

林業経営に対する関心が薄れ、管理が行き届かない森林が増加しています。 

・また、水産業では、水産資源の維持に向けて、漁業団体が行う種苗放流などの取組を支援してい

るものの、魚価の低迷や漁業者の高齢化により担い手不足が深刻な状況となっています。 

 

・このことから、持続可能な林業・水産業の振興に向け、所得向上や担い手の確保・育成に取り組

むほか、林、水産資源が有する水源涵養や自然環境の保全、景観形成等の多面的機能の維持増進

を図っていきます。 

 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）担い手の確保・育成 

・林業・水産業の持続可能な経営体制を構築するため、国や県と連携し、担い手の確保・育成に

取り組みます。 

・林業では森林経営管理制度等の取組による長期的な林業経営の安定化を図ります。 

・里山の森林資源の活用に取り組む地域住民や活動団体等の拡充を図るとともに、中山間地域

の里山の魅力を地域内にとどまらず、市外へ幅広く発信し、担い手の確保に取り組みます。 

 

（２）森林・水産資源の保全・活用 

・森林整備を促進するため、国や県と連携し、間伐や作業道の整備等を支援します。 

・森林環境税を活用した森林経営管理制度の取組により、森林の適正な管理を促進することで

森林の有する多面的機能を発揮していくとともに、公共施設等への地域産材の利活用を促進

します。 

・水産資源を維持し、将来にわたり持続的な漁獲量を確保していくため、漁業関係団体による種

苗放流を支援します。 

 

（３）林水産業の収益性の向上 

 ・林業の収益性の向上を図るため、森林整備の支援や木材需要の拡大に取り組みます。 

・また、小規模・分散化している森林の集約化を図るとともに、ICT 等の先端技術を活用したス

マート林業の導入を促し、林業の効率化・省力化を推進します。 

・水産業の収益性の向上を図るため、漁業団体と連携し、地魚など地域の特色をいかして付加価

値を高めるなど、水産資源を活用した取組を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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４－３－３ 農林水産業の価値と魅力向上 

 

▸ ありたい姿 

魅力的な地域食材の活用や健康的な食生活の実践が図られるとともに、農林水産物の生産活動等

に多様な主体がかかわる中で、地域の豊かな自然、食文化等の魅力や生きがいを実感しながら、心

身ともに健康で充実した生活が送れています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・多面的機能を有する棚田が、市民共有の財産として広く認識され、多様な主体の参画と連携によ

って守られる中で、地域の伝統文化等が継承されています。 

・市民一人一人の「食」への関心が高まり、各ライフステージにおいて食育が実践されています。 

・消費者が地域食材の良さを知り、地産地消が推進されています。 

・高齢者や女性、障害のある人等が、生きがいを感じながら農業分野の担い手として活躍していま

す。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・棚田が多く存する中山間地域においては、過疎化や高齢化の進行が著しく、棚田の荒廃化が進む

ことで、豊かな多面的機能や棚田に由来する伝統文化の喪失が懸念されています。 

・また、近年、安心安全な食への関心が高まっているものの、ライフスタイルの多様化から食に関

する価値観や食生活が変化しており、若い世代に食育や地産地消が浸透していない状況が見ら

れます。 

・加えて、農林水産業において、高齢化と後継者不足が顕在化しており、多様な担い手の確保・育

成が求められています。 

 

・このことから、魅力ある地域資源を積極的に情報発信するほか、多様な主体の参画・連携の下、

棚田等の保全や伝統文化の継承に取り組みます。 

・また、心身の健康につながる食育の実践を定着させていくとともに、高齢者をはじめ、女性や障

害のある人が生産活動を通じてやりがいと生きがいを感じ、活躍につながる環境の整備を進め

ます。 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）魅力ある地域資源の有効活用 

・棚田地域の振興活動への多様な主体の参画と連携を促すため、棚田が持つ魅力や豊かな多面

的機能に関する情報を市内外に向けて積極的に発信します。 

・ふるさと納税制度を活用するなど、当市の様々な魅力ある農産物を PRし、地域の活性化に取

り組みます。 

 

（２）食育・地産地消の推進 

・農産物直売所に携わる生産者と利用者の増加を図るため、直売所間の情報交換や連携イベン

トの開催、季節ごとの積極的な情報発信などに取り組みます。 

・「上越野菜」を始めとした地場産農産物の消費を拡大するため、収穫体験や料理教室等の取組

や旬の食材を広く市民に周知するとともに、小売店や飲食店等における地域食材の積極的利

用を促進します。 

・市民が食に関する知識を習得し、健康で充実した生活を送れるよう、家庭や学校、地域、関係

機関が連携して食育活動を強化し、市民の食育の実践と定着を図ります。 

 

（３）喜びと生きがいを感じられる生産活動の推進 

 ・持続的な農林水産業の発展と生産活動を通じた生きがいの創出に向け、経営を含めた意見交

換の場などを通じて、女性や高齢者が活動しやすい環境づくりに取り組むほか、農業と福祉

の連携により、障害のある人等の就労機会の拡大と就労環境の向上に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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５－１－１ 切れ目のない子育て支援 

 

▸ ありたい姿 

妊娠から出産、産後、育児まで、切れ目のない支援が生活の安心につながるとともに、子ども一人

一人の成長や家庭環境に応じた支援の充実が地域ぐるみで図られ、子どもたちが伸び伸びと健やか

に育っています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・妊娠を希望する人の経済的な負担が軽減され、安心して妊娠・出産に向かえるとともに、妊娠期

からの生活習慣病の発症予防や重症化予防によって心身の健康が保たれています。 

・個々の家庭環境に寄り添った支援により、保護者や子育てに関わる人が子育てのしやすさを感

じながら、自信を持って子育てをしています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・晩婚化や晩産化が進む中、不妊治療や不育治療を必要とする人が抱える経済的負担の軽減が課

題となっています。 

・また、核家族化の進展や地域のつながりの希薄化など、子育て家庭を取り巻く環境が時代ととも

に変化してきており、子育てへの不安や負担、孤立感を抱える保護者が増加傾向にあります。 

 

・このことから、安心して妊娠・出産・育児が行えるよう、不妊・不育治療を支援するとともに、

妊娠中から支援が必要な妊産婦や乳幼児を把握し、行政や家庭、学校、地域等が連携しながら、

妊娠期から子育て期において、切れ目のない支援を展開していきます。 

 

 

 

 

  

（調整中） 



上越市第７次総合計画 

68 
 

▸ 施策の柱 

（１）母子保健の充実 

・母子ともに健康で安心して生活していけるよう、上越市健康増進計画に基づき、妊婦健診や乳

幼児健診、予防接種等を通じて母子保健の充実に取り組みます。 

 

（２）子育て家庭への経済的支援 

・子どもや妊産婦に係る各種医療費助成を行うとともに、多様な主体と連携し、子育て世帯の経

済的負担の軽減に取り組みます。 

・ひとり親家庭の経済的自立を支援するため、母子・父子自立支援員を配置し、就労支援に取り

組みます。 

・安心して妊娠・出産を迎えられるよう、不妊不育治療を行う市民に対し、治療費の一部を助成

します。 

 

（３）子どもの育ち支援の充実 

 ・児童とその保護者が交流する場所の創出や、子育てについての相談、情報の提供等の援助を行

うため、こどもセンター、子育てひろばを設置・運営します。 

・仕事と育児を両立し、安心して働くことのできる環境づくりを推進するため、地域の子育ての

相互援助活動であるファミリーサポートセンター事業に取り組みます。 

・発達に遅れ等のある子どもの健やかな育ちを育むため、こども発達支援センターにおいて子

どもの療育や保護者の相談対応を行います。 

・子どもへの虐待を防止するため、関係機関と連携し、虐待の未然防止や早期発見・早期対応に

取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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５－１－２ 子育て環境の充実 

 

▸ ありたい姿 

共働き世帯の増加や就労形態の多様化などに対応した子育て環境や保育サービスの充実が図られ

る中で、子育てを楽しむ世帯や、このまちで子育てしたいと思う人が増えています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・保護者の就労形態の多様化などに対応した子育て環境や保育サービスが充実し、保護者が安心

して児童を預け、働くことができています。 

・安全な保育環境が確保されるとともに、保育園の再配置などの取組により、集団保育ができる体

制が維持されています。 

・放課後等に保護者が不在となる小学生への育成指導により、児童の健全育成と保護者の就労支

援の両立が図られています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・少子化の進行により、就学前児童数は市全体では減少しているものの、地域によっては宅地開発

による人口増で入園児童数の増加が見込まれる一方で、入園児童数が少なく、一定規模の集団

保育や異年齢児との交流が難しい園が存在しています。 

・また、公立保育園の多くは施設の経年劣化や老朽化が進んでおり、安全な保育環境の確保が求め

られています。 

・さらに、共働き世帯の増加や就労形態の多様化などにより、保育園の途中入園を希望する児童

や、放課後児童クラブを利用する児童が増加しています。 

 

・このことから、保育園の安全確保はもとより、保護者のニーズに対応した保育サービスの提供

や、放課後児童クラブの人員体制や受入環境の充実に取り組みます。 

 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）保育園等の充実 

・保育ニーズや児童数の変化に対応するため、関係機関と連携して保育士の確保に取り組むと

ともに、私立保育園や認定こども園等との連携などにより保育園の適正配置を進めます。 

・私立保育園等に通う児童が安心して保育を受けられる環境を確保するため、運営や施設整備

等に要する費用の一部を支援します。 

 

（２）多様な保育サービスの提供 

・保護者の就労形態や保育ニーズの多様化に対応するため、延長保育や一時保育、24 時間受入

可能なファミリーヘルプ保育園の運営、病児・病後児保育のほか、こどもセンターにおける一

時預かりなど、多様なサ－ビスを提供します。 

・放課後児童クラブを利用する児童が安全・安心に過ごせるよう、質の高い支援員の確保や施設

環境の充実を図るとともに、デジタル技術の導入等により利用者の利便性の向上に取り組み

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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５－２－１ 主体的な学びを支える学校教育の充実 

 

▸ ありたい姿 

将来の予測が困難な時代にあっても、学校や地域が一体となって子どもの成長を支え、子どもた

ちに自分の未来を描き、主体的に学び、行動する力が育まれています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・ICT を活用した体験と実体験を効果的に取り入れ、子どもが主体的に学習する態度が身に付き、

学力が向上しています。 

・学校と地域が一体となって、子どもが自ら学ぶカリキュラム・マネジメントが推進されていま

す。 

・コミュニティ・スクールが推進され、保幼、小、中の一貫性の中で、地域性をいかした学校づく

りが進んでいます。 

・地域資源を生かした学習活動や、学校・家庭・地域が連携・協働した健全育成が推進され、子ど

もたちの地域への愛着や関心が高まっています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・学校教育においては、「知識・技能」「思考力・判断力・表現力」「学びに向かう力、人間性など」

の３つの柱からなる資質・能力を総合的にバランスよく育んでいくことが求められています。 

・このような中、少子高齢化や核家族化の進行により、地域とのつながりが希薄化するなど、子ど

もを取り巻く環境が変化しており、地域青少年育成会議の活動内容に差が生じるといった課題

も顕在化しています。 

 

・このことから、学校や教職員がそれぞれの立場で主体的にカリキュラム・マネジメントに取り組

むとともに、各学校運営協議会が連携し、地域で育てたい子ども像を共有しながら、地域性を生

かした学校づくりを進めます。 

 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）学力向上の推進 

・「子どもが主体的に学ぶ授業づくり」に教員が取り組むことを通して、子どもの知的好奇心や

自ら学ぶ意欲など、わくわくしながら学びに向かう力を高めるとともに、「知識・技能」「思考

力・判断力・表現力」などの資質・能力を一体的に育みます。 

 

（２）特色ある学校教育の推進 

 ・地域で育てたい子ども像を学校と地域が話し合って共有し、互いに連携しながら地域性をい

かした学校づくりを進めます。 

・各学校において、様々な地域資源を活用し、カリキュラム・マネジメントに取り組みます。 

・学校・家庭・地域の連携を更に強化し、「地域の子どもは地域で育てる」という意識の醸成を

図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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５－２－２ 教育環境の充実 

 

▸ ありたい姿 

子どもたち一人一人の価値観や個性が尊重される多様な学びの場に加え、教育を取り巻く状況の

変化に応じた、安心安全で望ましい学習環境が整っています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・一人一人のニーズに応じた、きめ細やかな支援により、子どもの学びに向かう意欲が高まってい

ます。 

・子どもの人権が尊重され、学校や保育・幼稚園等が子どもにとって安心して過ごせる居心地のよ

い場となっています。 

・学校、関係機関、地域の連携により、子どもの学びが支えられ、学ぶ意欲や郷土愛が育まれてい

ます。 

・全ての子どもが安心安全で快適に学ぶことができる学校の教育環境が整っています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・小・中学校において、特別な支援を要する児童生徒が増加しているほか、いじめや不登校、ひき

こもり、児童虐待など、子どもや若者に関わる問題が顕在化し、増加傾向となっています。 

・また、築 40年以上経過する学校施設が約 4割を占めるなど老朽化が進む中、児童・生徒数の減

少により、市内の学校では複式による学級編成が増加し、学習面の課題が生じているため、子ど

もたちの望ましい学習環境を確保していく必要があります。 

 

・このことから、多様な学びの場における合理的配慮や全ての児童生徒が安心できる落ち着いた

環境を提供するほか、学校施設の維持と機能向上に加えて、複式学級の課題を解消する取組を

進めます。 

 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）全ての子どもの学びの保障 

・一人一人のニーズに応じたきめ細かい個別の支援を充実させ、障害の特性に合わせて多様な

学びの場を用意するとともに、学校だけでは解決が困難なケースに対し、相談・助言等を行い

ます。 

・学校や関係機関、地域との連携を更に強化し、切れ目のない支援体制を構築します。 

・ふるさと上越の豊富な人材や資源を活用し、多様な体験学習の場を継続して提供することで、

子どもたちの郷土愛を育みます。 

 

（２）学校の適正配置・学びの環境の整備 

・複式学級が存在し、また、おおむね 5 年以内に発生が見込まれる学校について、保護者や地

域の意向を踏まえ、隣接する学校との統合や合同授業の実施、ICT 機器の活用等に取り組み、

複式学級の課題の解消を図ります。 

・上越市学校施設長寿命化計画に基づき、学校施設の安全性の確保と機能向上を図りながら、将

来を見据えたトータルコストの縮減と平準化による計画的かつ効果的な改修を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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５－３－１ 多様な学びの推進 

 

▸ ありたい姿 

子どもから大人までが多様な学びの機会を通じて生涯にわたり、やりたいことにチャレンジし、

地域への愛着や主体性をもって、自分事として地域づくりに関わっています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・子どもから大人までがわくわく、楽しく学び、いろいろなチャレンジが生まれ、地域への愛着と

誇りが育まれています。 

・市民ニーズを捉えた多様な学びの機会と場が、官民の専門性が発揮され、また、連携により提供

される中で、生涯にわたって学び続ける市民が増えています。 

・図書館を始め家庭、学校、地域など様々な場で市民が読書に親しんでいます。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・近年、趣味や生活様式の多様化により、生涯学習団体の減少傾向やメンバーの固定化が見られ、

また、新たな自主グループ化等に結びつかないといった課題が顕在化しているほか、情報化社

会の急速な進展に伴い、各世代において読書離れが進んでいます。 

・今後、社会の変化が加速度を増し、複雑で予測困難になる中、そのような変化を捉え、自ら考え

判断し、行動する力が求められることから、生涯を通じた主体的な学びをキーワードに、令和 4

年 7月に新たな教育大綱「わくわくを未来へ」を策定しました。 

 

・このことから、新たな教育大綱に基づき、子どもから大人まで、わくわくした学びにつなげると

ともに、そこから生まれる新たなチャレンジを支えていく環境を整えていくほか、情報化社会

の進展や多様化する市民ニーズを反映した図書資料の収集や学習機会の提供に取り組みます。 

 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）多様な学習機会の充実 

・当市の豊かな歴史・地域資源を始め地域の人材を活用し、主体的に学ぶきっかけづくりとなる

多様な学習機会の提供や学ぶ環境の充実を図ります。 

・市民のライフスタイルに応じて、誰もがいつでも学べる機会を提供することができるよう、関

係団体の育成やニーズに合わせた情報提供を行い、市民の自主的な学習活動を支援します。 

・公民館等での学びを通じて、地域において活動する人材の更なる育成や支援を図り、市民の学

びの輪を広め、地域づくりにつなげます。 

・高度情報化社会に対応した多様な学習機会を提供するとともに、活動する人同士のつながり

やグループ化を支援する手段を確保するため、公民館等において学習環境のデジタル化を進

めます。 

 

（２）多様な学習活動の推進 

・子どもから大人まで、わくわくする学びから生まれる様々なチャレンジを応援・支援します。 

・図書館において、市民の多様な目的に応じた学習活動の場として、社会、地域の変化や市民ニ

ーズに応える蔵書を確保します。また、幼い頃から本に親しむ機会を増やすとともに、世代を

問わず学ぶことができる環境づくりを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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５－３－２ スポーツの振興 

 

▸ ありたい姿 

健康づくりや体力づくり、生きがいづくりや競技力向上などの多様なスポーツ活動を通じて、人

と地域が結び付き、活力のある地域社会が実現しています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・多くの市民が、市内各所で、健康増進に向けた多様なスポーツに取り組んでいます。 

・多くの指導者が育成され、ジュニア期からトップレベルまでの指導が充実し、競技力が向上して

います。 

・スポーツ施設が適正に配置され、安全で快適にスポーツができています。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・スポーツは、心身の健康の保持・増進や青少年の健全育成、地域の連帯感の醸成や産業への広が

りなど、社会的な意義を有しており、東京 2020 オリンピック・パラリンピックの開催やホスト

タウンの取組と相まって、市民のスポーツへの関心は高まっています。 

・しかしながら、人口減少や少子高齢化の進行、余暇活動の多様化などによりスポーツ離れが進ん

でおり、市内スポーツ団体の会員数の減少への対応や、各種競技において顕在化する指導者不

足と今後の部活動の地域移行を見据えた指導者の確保が課題となっています。 

・また、スポーツ施設は、老朽化に伴う維持修繕や長寿命化を図る大規模な改修が必要な時期を迎

える中で、新たな施設・環境の充実も求められています。 

 

・このことから、スポーツへの関心の高まりを生かし、スポーツに親しむ市民を増やすとともに、

利用実態やニーズの変化を踏まえ、計画的に施設の長寿命化や整備、適正配置に取り組みます。 

 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）スポーツ活動の充実 

・スポーツ推進委員や総合型スポーツクラブ等の各種スポーツ団体への支援を通じ、健康の保

持・増進のためのスポーツ教室やイベントなどの幅広いスポーツ活動を推進します。 

・総合型スポーツクラブの自発的な組織の再編と健全な運営を支援し、身近な地域で、市民が多

様なスポーツに親しむ機会を提供します。 

・指導者の育成や確保のため、協定を結ぶ体育大学や実業団チーム等と連携した最先端の指導

法が学べる講習会を開催するとともに、部活指導者が地域で活動できる環境整備に向けた市

内スポーツ団体の体制づくりを支援します。 

 

（２）スポーツ環境の充実 

 ・安全で快適なスポーツ環境を維持していくため、ユニバーサルデザイン指針等に基づき、施設

や設備、用具の機能維持に努めます 

・利用実態やニーズの変化などを踏まえ、施設の統廃合や機能の拡充、新たな施設の整備などを

計画的に進めるなど、スポーツ関連施設の適正配置に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 
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５－３－３ 文化活動の振興 

 

▸ ありたい姿 

地域の歴史・文化的資源が適切に保存され、活用が図られるとともに、文化・芸術活動の担い手が

育ち、次代につながる中で、市民の誇りとなる当市ならではの文化の力が育まれています。 

 

▸ 目 標（2030 年までに実現したい状態） 

・地域で受け継がれてきた歴史・文化的資源が着実に保存・活用され、次世代への継承や地域づく

りが進む中で、多くの市民が地域への誇りと愛着を持っています。 

・市民や市民団体等による文化・芸術活動が活発に行われ、次代の担い手が活動に参加していま

す。 

 

〈数値目標〉 

項目 現状値 R8 中間目標値 R12 目標値 

    

    

    

    

 

▸ 現状と課題 

・当市の文化財は、県下最多を誇り、それは、当市が古くから越後国の国都として繁栄し、先人の

努力や英知、技能が縷々継承されてきたことを示すものであり、これからも、これらの貴重な財

産を守り、その価値や魅力を高めつつ、次の世代にしっかりと受け渡していくことが求められ

ています。 

・しかしながら、少子高齢化や人口減少の進行に伴い、地域の歴史・文化を保存し、継承する担い

手が減少し、地域資源の滅失や散逸の恐れが生じています。 

・また、趣味や価値観の多様化等の影響もあり、文化・芸術活動に携わる市民が減少しています。 

 

・このことから、様々な分野の調査研究を継続し、その成果を広く市民へ周知するとともに、様々

なニーズを取り入れ、多くの市民が歴史や文化、芸術に触れる機会を提供していきます。 

・あわせて、地域で歴史や文化を守り伝えていく機運を醸成するとともに、文化・芸能活動が持続

的に行われるよう支援していきます。 

 

 

 

  

（調整中） 
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▸ 施策の柱 

（１）歴史・文化的資源の保全と活用 

・文化財の現状把握に努めるとともに、市民団体等への助言、情報発信、ネットワーク組織づく

りなどの支援を行うことにより、歴史・文化的資源の保存を図ります。 

・各施設における展示の充実や、様々な講座等の活用事業を充実させるほか、顕彰活動活動団体

等の取組を支援することにより、歴史・文化的資源の活用を図り、地域への誇りや愛着を持つ

心を育み、地域の良さの再発見や地域活性化を図ります。 

・建築士会、市民団体等と連携し、町家の魅力や活用方法等を周知するためのセミナー等を開催

します。 

 

（２）文化・芸術活動の推進 

・歴史的文化的価値のある資料を収集・保存するとともに、継続的な調査研究により地域の歴史

や文化芸術を広く市民へ周知し、多くの市民が歴史・文化芸術に触れる機会を提供します。 

・市民の文化・芸術活動の裾野を広げ、地域の文化の力の醸成を図るため、市民の文化・芸能活

動の発表の場を提供するほか、市民が気軽に文化・芸術活動を行う環境づくりとともに、観

覧、鑑賞する機会の提供に取り組みます。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ、写真等 グラフ、写真等 



（１）人口減少、少子高齢化への対応

・ 若者・女性の市外流出 ・ 過疎化の進行、地域コミュニティの希薄化

・ 各分野における担い手、人材の不足 ・ 地域の経済・活力の衰退
・ 地域の支え合い体制の維持、確保 ・ 超高齢化社会における医療、介護需要の増加

重点テーマ

人口減少と少子高齢化の進行は、将来の行政サービスのあり方はもとより、地域コミュニ
ティや企業活動など、当市の社会経済環境に大きな影響を及ぼすことが懸念されています。
また、昨今の新型コロナウイルス感染症の蔓延による社会変容、更には頻発化・激甚化する

自然災害への対応など、あらゆる分野においてこれまでの前例や経験則が通用しない局面を
迎えており、正に先行き不透明な時代が到来しています。

このように、市民の価値観や行政課題が複雑化・高度化する中にあって、より適切な解を
導き出していくためには、政策・施策の相互の連関性を意識し、相乗効果を最大限発揮させ
ていく視点が重要となります。

こうした背景を踏まえ、当市が目指す将来都市像「暮らしやすく、希望あふれるまち 上
越」の実現に向け、5つの基本目標からなる政策・施策の各種取組を進めるとともに、直面

する重要課題に対して、前期基本計画において、横断的かつ重点的に実施すべき取組を「重
点テーマ」として設定し、限られた財源や人材など行政資源を有効に活用しながら、着実な
推進を図ることとします。

２ 当市が直面する重要課題

不確実・不透明で将来予測が困難な時代においても
上越市ならではの快適で幸せな暮らしを実現するために…

１ 重点テーマの設定 ３ 重点テーマの構成

直面する重要課題を踏まえ、４つの重点テーマを設定し、施策の重点化と連携を図ります。

❹ 脱炭素社会の形成（グリーン）

❶ 活動人口の創出（ヒューマン） ❸ 地域ＤＸの推進（デジタル）

❷ 地域活力の創造（コミュニティ）

（取組の例）

● ＤＸ人材の育成

● 官民ＤＸの推進

● デジタル産業等の誘致・育成

● 推進に向けた環境づくり

≪重点化の視点≫

（２）社会潮流への対応

・ 激甚化・頻発化する自然災害 ・ デジタル化の加速

・ 新型コロナウイルス感染症の蔓延 ・ 脱炭素社会への移行
・ 国際紛争による地域経済への影響 ・ ヒト・モノ・カネのグローバル化の進展

ひとや地域・コミュニティを中心
に据えたまちづくりを進める

人口減少や少子高齢化が進む中にあっ
ても市民一人一人が安心して幸せに暮ら
すことのできる環境を整えるため、人や
地域・コミュニティが持つ力や可能性を
引き出し、多様な主体が活躍できるまち
づくりを進める必要があります。

新たな時代の流れをまちの
成長の機会に取り込む

デジタル化の進展や脱炭素社会への
移行などの新たな時代の流れをまちの
成長の機会として取り込み、新たな価

値の創出や活力を生み出していく必要
があります。

（取組の例）

● 化石燃料からのエネルギーシフトの推進

● 脱炭素型ライフスタイルの推進

● 分散型エネルギー、脱炭素型社会に対応

したまちづくりの推進

４ 重点テーマの位置づけ

支え合い、生き生きと暮らせるまち

安心安全、快適で開かれたまち

魅力と活力があふれるまち

次代を担うひとを育むまち

暮
ら
し
や
す
く
、
希
望
あ
ふ
れ
る
ま
ち

上
越

誰もが活躍できるまち

重点テーマ（4年間）

基本構想（8年間） 基本計画（8年間：4年後に見直し）

❶

活
動
人
口
の
創
出
（
ヒ
ュ
ー
マ
ン
）

❷

地
域
活
力
の
創
造
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
）

❸

地
域
Ｄ
Ｘ
の
推
進
（
デ
ジ
タ
ル
）

❹

脱
炭
素
社
会
の
形
成
（
グ
リ
ー
ン
）

（取組の例）

● 学びを基軸としたひとづくり

● シビックプライドの醸成

● 出会いと交流の促進

（取組の例）

● コミュニティ活動の活性化

● 地域活力の維持・再生

● 魅力をいかした地域価値の向上
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コミュニティ活動の活性化

・地域自治の推進

・支え合い体制の構築

❶ 活動人口の創出（ヒューマン）

「学び」を基軸とした人づくり

・職業体験（キャリア教育）の充実

・インターンシップ、域学連携の推進

・公民館活動、生涯学習の充実

・学び直し教育（リカレント教育）の推進

シビックプライドの醸成

・地域ぐるみの地域学習、体験活動の推進

・歴史・文化等の保全活動の推進

・シティプロモーションの推進

出会いと交流の促進

・若者の交流機会の創出

・女性が活躍できる環境づくり

・外国人市民との共生、国際交流の推進

・移住定住、起業、創業、ソーシャルビジ

ネスの促進

❷ 地域活力の創造（コミュニティ）

地域活力の維持・再生

・中山間地域における暮らしの安心・安全確

保（医療、福祉、交通ネットワーク、買い

物支援等）

・まちなか居住の推進、中心市街地の活性化

魅力をいかした地域価値の向上

・伝統文化、地域の宝の継承・活用

・景観づくり、景観保全の推進

・地域資源をいかした交流の取組促進

❸ 地域ＤＸの推進（デジタル）

ＤＸ人材の育成
・中小企業のＤＸ推進に向けた人材育成
・大学、企業と連携した小中高生のプログラ
ミング教育

官民ＤＸの推進
・官民のあらゆる分野でのＤＸの推進
・デジタルマーケティング、データ連携
などによるデータ活用の推進

デジタル産業等の誘致・育成
・情報関連産業の誘致や育成
・上越妙高駅周辺地区等への集積促進

推進に向けた環境づくり
・産学官による推進体制の構築
・デジタル格差の解消

❹ 脱炭素社会の形成（グリーン）

化石燃料からのエネルギーシフトの推進
・公共施設への再生可能エネルギー、省エ
ネルギー技術等の率先導入

・電動車の普及促進・インフラ整備

脱炭素型ライフスタイルの推進
・家庭への再生可能エネルギー、省エネル
ギー技術等の普及促進

・脱炭素型地域づくりモデルの構築
・啓発、教育の強化

分散型エネルギー、脱炭素型社会に対応し
たまちづくりの推進
・市内事業者の脱炭素化の促進
・地域と調和した民間再生エネルギープロ
ジェクトの促進

・森林資源の保全と活用

人口減少社会の中にあっても、まちの魅力
を高め、持続可能な地域社会を形成していく
上で、中心となるのは「ひと」です。
地域に対する誇りや愛着をもち、地域や地

域の人と関わりながら生き生きと「活動」す
る人材を育むことに力を注いでいく必要があ
ります。

そこで、「まち」そのものを「学びの場」
と捉え、市民、事業者、行政などの各主体が
子どもから大人まであらゆる世代を通して、
地域や社会とつながり、学び、挑戦すること
ができる環境を整えるとともに、地域への愛
着の醸成を図りながら、自ら夢や希望に向
かってチャレンジし、まちづくりの中核を担
う人材の育成に取り組みます。
こうした取組を横断的かつ重点化すること

で、様々な主体が自らの発意で行動する機会
が増え、各主体の出会いや交流が促進される
中で、新たなアイデアやチャレンジが生まれ
ていくなど、まちづくりの好循環を図ってい
きます。

５ 重点テーマ

取組の例

など

取組の例

など

など

など

取組の例 取組の例

など

など

人口減少・少子高齢化の進行やライフスタ
イルの多様化に伴い、地域における人のつな
がりを基盤として成り立つコミュニティの機
能が弱体化することによって、地域の助け合
い・支え合いの力が弱まるなどの課題が顕在
化する中、人や地域のつながりの重要性が改
めて認識されています。

そこで、住み慣れた地域での生活を守り、
暮らしの質を高めていくため、コミュニティ
をまちづくりに不可欠なインフラと捉え、地
域の多様な主体の参画、連携・協働を促進し、
つながりを育み、地域自らが自分事として課
題を発見・認識・共有しながら、解決してい
く力の向上を図っていきます。
また、便利さを感じる市街地や豊かな自然

あふれる中山間地域などの多様な地域性を有
する当市において、それぞれの特性と伝統・
歴史・文化などの地域資源を最大限活用し、
活動の活性化につなげながら、地域の魅力や
価値を高めていきます。

新型コロナウイルス感染症の世界的な流
行により、暮らし、仕事、人との関わり方、
価値観が大きく変化し、全く新しい生活様
式（ニューノーマル）への適応が求められ
ています。
こうした社会変容を背景として、デジタ

ル技術を活用したテレワークやオンライン
サービスなどが急速に普及しており、こう
した動きは、今後、更に加速していくもの
と想定されます。

そこで、ポストコロナを見据え、より快
適で暮らしやすい社会に変革していくため、
デジタル技術を積極的に活用することに
よって、あらゆる分野の担い手不足の解消、
地域課題の解決、イノベーションの創出に
よる地域経済の活性化を図るほか、デジタ
ル化に精通した人材の育成や成長著しいデ
ジタル産業等の誘致に取り組むなど、地域
全体におけるＤＸ（デジタルトランス
フォーメーション）を推進し、生活の質を
高めていきます。

近年、世界各地で記録的な高温や大雨、
森林火災、干ばつなど、地球温暖化による
異常気象が頻発しています。
国では2050年までに温室効果ガスを80％

削減するという高い目標を掲げ、その達成
に向けて、化石燃料を由来とするエネル
ギーの転換を図るなど、脱炭素化に向けた
取組を推進しています。
民間企業においても脱炭素経営に向けた

取組が進み、国際的にもＥＳＧ投資が重視
されるなど、環境に配慮した取組を行う企
業が選択される時代となりつつあります。

そこで、こうした脱炭素化に向けた対応
を経済成長の制約やコスト負担と考えるの
ではなく、まちの力強い成長を生み出す機
会として前向きに捉え、当市の豊かな自然
環境など、地域の強みである環境の保全と
経済活動の両立に向け、循環型のまちづく
りを進めるなど、持続可能な地域社会の形
成を目指します。

など

など

など

など

など

など

など
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計画の推進に当たって

社会経済環境の急速な変化に伴い、地域が抱える課題が複雑化・多様化する中、
その解決に向けては、行政だけではなく、様々な主体がそれぞれの役割の下、得意
分野をいかし、相互に連携しながら対応していくことが必要な事案が増えてきてい
ます。

こうした公共的課題の解決のためには、行政はもとより、市民・事業者・団体・
地域など、多様な主体が、協力して共に働くという「協働」にとどまらず、目標設
定の段階から連携を深め、実践的行動を通じて、共に新しい価値を創っていく「共
創」の考え方を持ち合わせながら、取組の実効性や持続性を高めていくことが重要
となります。

このことから、人や地域のつながりを、より強固なものとしながら、多様な主体
が手を取り合い、連携、協働・共創によるまちづくりを進めていきます。

（１）市民起点の取組

「暮らしやすく、希望あふれるまち 上越」の実現のためには、市民一人一人の
尊厳が守られ、安全・安心に暮らし、生涯にわたり、学び、挑戦し、活躍できる地
域の確立を目指していくことが必要となります。

あわせて、市政運営に当たっては、市民の立ち位置に身を置き、暮らしや地域の
実相見つめる中で、課題の本質を的確に見極め、知恵を絞り、工夫を重ねながら有
効な解決策を見出していくことが重要となります。

このことから、まちづくりの主役となる多様な市民と情報を共有し、対話を通じ
て共感を得ながら政策・施策を遂行するなど、市民を起点とした取組を進めていき
ます。

本計画の実効性、即応性を高めるため、施策ごとに成果を表す指標を設定し、計画・
実施・評価・改善のＰＤＣＡサイクルを通じて、施策・個別事業の取組状況の評価を行
い、進捗管理を行います。
なお、持続可能な行財政運営に向けた取組と整合を図るため、「第7次行政改革推進

計画」、「第3次財政計画」及び「第4次定員適正化計画」と一体的な運用を図ります。

本計画における基本計画（前期及び後期）の計画期間終了時には、毎年度の進捗管理
における施策・個別事業の評価、指標の達成状況、「市民の声アンケート」の結果等を
踏まえ、本計画に基づく政策・施策の成果を評価検証するものとします。

本計画は、市政運営の総合的な指針となる当市の最上位計画であることから、分野別
主要計画は、本計画が示す基本構想、基本計画の考え方を的確に反映する必要がありま
す。

今後、分野別主要計画を新規に策定する場合は、本計画の内容に即して策定するとと
もに、既存の計画については、それらの見直しに合わせて整合を図ります。

1

（２）連携、協働・共創による取組
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１ 計画の推進に向けた視点 ２ 計画の進捗管理

３ 計画の評価検証

４ 分野別主要計画の管理

ＰＤＣＡサイクルとは・・・Ｐｌａｎ（計画）、Ｄо（実施）、Ｃｈｅｃｋ（評価）、
Ａｃｔｉоｎ（改善）の4つの視点を進捗管理のプロセ
スに取り込み、継続的な改善を推進するマネジメント手法



計画の推進に当たって

2

基本目標

政策

施策

施策の柱

将来都市像

総
合
計
画
で
記
載
す
る
範
囲

基
本
構
想

基
本
計
画

目標

手段 目標

手段個別事業

行政改革推進計画 財政計画

定員適正化計画

行財政運営上の改革方針
及び取組を定めるもの

歳入・歳出規模を
定めるもの

市の正規職員数を
定めるもの

下支え・財源の裏付け

【第７次総合計画の進捗管理イメージ】



第２回まちづくり市民意見交換会 開催結果 

 

1. 開催目的 

第 7次総合計画策定に向け、計画の策定状況を説明し、将来都市像「暮らし

やすく、希望あふれるまち 上越」の実現に向けて必要な取組や市民一人一人

ができることについて意見交換を行い、計画に反映することを目的とする。 

 

2. 内 容 

・市からの話題提供：上越市の現状とこれからのまちづくりについて 

・4人程度のグループに分かれ以下 2点について意見交換を行った 

①将来都市像の実現に向けて必要な取組は何か。 

②将来都市像の実現に向けて自分ができることは何か。 

 

3. 会場別の開催状況（参加者数：44 人） 

日 時 会 場 参加者数 

8 月 5 日（金）18：30～20：00 市民プラザ 第 3会議室 5 

8 月 6 日（土）15：00～16：30 市民プラザ 第 2会議室 10 

8 月 8 日（月）18：30～20：00 浦川原コミュニティプラザ 市民ホール 10 

8 月 9 日（火）18：30～20：00 板倉コミュニティプラザ 市民ホール 13 

8 月 10 日（水）18：30～20：00 ユートピアくびき希望館 第 3会議室 6 

合 計 44 

※参加者の年代層：30 代～80 代、そのうち 30 代以下が全体の 9％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 月 6日（土）市民プラザ会場での様子 

                          

4. ウェブでの意見募集（意見者数：44 人）  

7 月 25 日(月)～8 月 15 日(月)まで、市ホームページにて市民意見交換会と同

様に①②の意見を伺っている。 

※意見者の年代層：20 代～70 代、そのうち 30 代以下が全体の 77％であった。 
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5. 主な意見 

①将来都市像の実現に向けて必要な取組は何か。 

第 7次総合計画（案）全体について 

 

・担い手が不足しており、「ひとづくり」を基本理念に据えることは共感できる（40 代） 

・全体的に「希望」を感じることができ、前向きでよいと感じる（40 代） 

・市民一人一人を大切にして、幅広い年代に配慮されていて、誰も取り残さないという意

思が伝わりよいと感じる（30 代） 

・分野が広く、多岐に渡るため、総花的で分かりづらい（50 代） 

・観光や農業について協力したい思いはあるが、どう関わっていいのか分からない。計画

を読んで市民が関われることを示してもらえると嬉しい（60 代） 

 

支え合い、生き生きと暮らせるまち  

 

・有償ボランティアの活動を周知する（40 代） 

・老人クラブへの加入を推進する（60 代） 

・健康年齢を伸ばす取組として、お年寄りの交流機会を創出する（50 代） 

・高齢者の通院サポートでポイントが貯まる等、支え合いを促す仕組みを作る（70代） 

・一人親を孤立させないため、横のつながりや悩みが相談できる場を整える（70 代） 

・市民一人一人が得意とする能力を活かす取組として、人材バンクを整備し、コーディネ

ーターを設置する（50代） 

 

安心安全、快適で開かれたまち  

 

・市内各方面にアクセスできるように交通網を整える（60代） 

・上越市の玄関口となる上越妙高駅などの拠点の魅力を高める（40代） 

・中山間地の荒廃は平野部の災害にもつながる。国土保全を意識で中山間地域を守る（80代） 

・防犯面からも空き家対策を進める（60代） 

・公園に年配者の健康増進に利用できる器具を設置する（70代） 

 

誰もが活躍できるまち  

 

・住民自治の基本となる町内会活動を活発化する（60 代） 

・今日の場のように市民が、話し合うことができる機会をつくる（40 代） 

・多様性を認めてもらえるような社会にする（40 代） 

・子ども成長し大人になり、市外に転出しても地元に愛着を感じられるように、地域の大

人たちが子どもたちの味方となる（20 代） 

・若者や学生が集まって歓談できる場、挑戦できる場をつくる（20 代） 

・ＵＩＪターンの移住者だけではなく、地元に残り働いている若者への支援体制を整える（20代） 

 

  



魅力と活力があふれるまち  

 

・就農者を増やし、食育や地産地消を推進するために農家を支援する（40 代） 

・豊かな自然の保全に寄与する林業の仕事を早くから子どもに知ってもらう（30 代） 

・行政が主となり、就職前の若者世代に市内企業をＰＲする（20代） 

・学校給食において、地産地消を進めるとともに、有機野菜を中心に調理する（40代） 

・女性が起業、創業しやすい環境を整える（30代） 

・仕事で得られた技術の向上や自信が地域社会の貢献に繋がるため、地域の職人や事業所

とのマッチングを推進する（60 代） 

・若者に魅力的な大企業、大規模な商業施設を誘致する（30 代） 

・合併前の旧市町村を基礎とした地区にこだわらず、市全体で交流できる取組を進める（30代） 

・地産地消を促すため、地域通貨を導入する（40 代） 

 

次代を担うひとを育むまち  

 

・市民が気軽に相談できるよう公民館の機能を強化する（50 代） 

・子育て世帯向けの様々な情報を集約し、ＳＮＳや市ＨＰ等で分かりやすく発信する（30代） 

・児童向けの屋外施設に日陰となる場所や休憩できるスペースを整える（30 代） 

・幼少期の経験が上越に戻ってくるきっかけとなるため、子どもが様々な体験ができるよ

う支援する（70代） 

・「ママのための～」という表現をやめるなど、男性が子育てに関わることができるよう

な取組を進める（30 代） 

・メディアやＳＮＳを使いこなすことは、人との関わり方を学ぶことにもつながるため、

まずは親世代が学ぶ場をつくる（60 代） 

・子どものころからまちづくりを意識する機会を設ける（40 代） 

・全世代が楽しくスポーツすることを推進する（30 代） 

 

その他、行財政など 

 

・行政若手職員が学校に赴き、児童・学生と意見交換を実施する（30 代） 

・行政が抱える課題を公表し、ビジネスチャンスを提供する（30代） 

・行政から地域に飛び込んで、市民から話を聞く機会をもっと設ける（50 代） 

・自分の限られた時間を地域のために少しでも使ってもらう（40代） 

・若者世代で第 7次総合計画を加速化する官民一体のチームをつくる（30 代） 

 

 

  



②将来都市像の実現に向けて自分ができることは何か。 

 

・自分の健康を守るため、健康診断を受け、元気に働き、税金を納める（40代） 

・炊き出しなど、若い世代が防災訓練に参加してもらえる取組を検討する（60代） 

・災害に備え、避難場所が同じ人は、日常から声掛けし、つながりを作っておく（70代） 

・マイボトルの持参を心がけ、ゴミ減量に協力する（50 代） 

・一番身近な町内会活動を自分事と捉え参加する（60 代） 

・地域のまとまりを保つため、楽しいイベントは大変でも続けたい（70代） 

・地域のイベントに積極的に参加する（20代） 

・一人一人がまちづくりのプレイヤーであるため、他人任せにせず、協力する（70代） 

・草刈りや除雪など、見返りを求めない日常的な助け合いを行う（80代） 

・地元愛のある人を大切にする（40 代） 

・多様性を認め、人の意見を聞いて受け入れ、自分の意見を伝えられるようになりたい（40代） 

・みんなで話し合う機会を作ることが大切であり、多くの人を集めるため、友人にも声がけする（30代） 

・地産地消を意識し、地域のお店を使い、売り上げに貢献する（30代） 

・上越市のことを知ろうとする気持ちをもつ（20 代） 

・通学通勤先や居住区以外の市内の地区を回って、上越を知る、学ぶ、考える（20代） 

・地域を知って「こうなったらいいな」と思うことを蓄積し、1回でもやってみる（30 代） 

・意見交換への参加によって、「自分にもなにかできることがあるはず」と活力を得るこ

とができたことから、今後も話し合いの場に参加したい（40 代） 

・自分の移住生活を広く発信し、より多くの移住者を呼び込みたい（30代） 

・ＳＮＳで上越をアピールし、ワクワクするまちを作りたい（30代） 

・ビジネスパートナーに仕事で上越に来てもらう機会を増やす（40 代） 

・仕事でも地域課題の解決に携わる視点、意識をもつ（60代） 

・自分の得意なことを活かして地域で困っている人を助けるほか、次の人材を育て、助け合

いたい（60代） 

・上越市の農産物を自分から積極的に発信したい（60代） 

・大人がリーダーシップをとって、子どもを地域の交流に巻き込む（60代） 

・当市についてのネガティブな発言をむやみに子どもや他人に話さない（30代） 

・地域全体で子どもたちを見守るとともに、外に出たら挨拶や声掛けをする（30代） 

・廃校活用を他市事例も参考にしながら地域で話し合い、地域で楽しめる場所を作る（40代） 

・市民自身が楽しめる場所として、アートや音楽といった文化を育てる（70 代） 

 
 



 
 
 

まちづくり学生ワークショップ 開催結果 
 

1. 開催目的 

未来の上越市を担う市内在学の高校生・専門学生・大学生の若者世代が、地

域のまちづくりについて考え、提案する機会の創出を目的とする。 
 

2. 日時、会場 

日時：8月 7日（日）午後 1時から午後 4時 40 分まで 

会場：春日謙信交流館 
 

3. 内 容 

・市からの話題提供：上越市の現状とこれからのまちづくりについて 

・グループワーク：2～5人程度のグループに分かれ、以下のとおり実施 

①今の上越市について気になっていること 

②10 年後・20 年後の上越市はどうなっている？ 

③上越市が良い方向に進むにはどうすればよいか？ 

④提案シートの作成 

⑤提案発表 
 

4. 参加者 

6 グループ 21 人 

【内訳】 

区 分 参加校 参加者数 

高等学校 

上越高等学校 8 

関根学園高等学校 2 

高田高等学校 2 

高田北城高等学校 1 

専門学校 上越公務員・情報ビジネス専門学校 6 

大学 上越教育大学 2 

合 計 21 

 

 

 

 

 

 

 

 グループワークの様子 市長への提案の様子 

令 和 4 年 8 月 22 日

第5回総合計画審議会

参 考 資 料 2



5. 主な提案 

支え合い、生き生きと暮らせるまち 

 

・よくゴミが落ちている場所に看板を設置する。 

・ごみのポイ捨てを防止するため、注意喚起動画を作成する。 

 

安心安全、快適で開かれたまち 

 

・上越妙高駅周辺の店舗、オフィスビルなどの開発を進める。 

・海がない地域からの誘客を促進するため、海をきれいにする 

・除雪技術の向上を図る。 

・公共交通機関の割引のバリエーションを増やす。 

・鉄道会社をまたぐフリーパスを増やす。 

・上越妙高駅から直江津駅間の電車の運行本数を増やす。 

 

誰もが活躍できるまち 

 

・晴天率ワーストワンだからこそ、人柄のよさナンバーワンを目指す。 

・地域おこし協力隊の活動内容の拡充を図る。 

・市が移住支援と起業支援を活発に行う。 

 

魅力と活力があふれるまち 

 

・企業の取組や魅力などをＰＲする「企業ドラフト」を開催し、最優秀企業に支援を行う。 

・雪まつりなど利雪につながるイベントを開催する。 

・上越妙高駅に常設のラーメン屋台を設置する。 

・ＳＮＳ、メディアを活用して、市や地元企業の魅力を発信する。 

・「都会」と「田舎」の良さを両方兼ね備えていることをＰＲする。 

・市外に進学、転出した人へ上越市をＰＲし続ける。 

 

次代を担うひとを育むまち 

 

・誰もが笑顔あふれるまちを目指し、明るいあいさつを継続的に実施する。 

・公共の自習室や学童保育を充実させるなど、子育て支援策を拡充する。 

・総合大学、短期大学、専門学校の設置、誘致を行う。 

・地域と連携した学び・研究を推進する。 

 

その他、行財政など 

 
・市がイベント時に公共交通機関の利用を呼びかける。 

・各種パンフレットに交通機関までの道案内を掲載する。 

 
 


